
【日時】  

 ２０２１年３月２３日（火）１４時００分～１６時３０分 

 

【会場】  

町田市庁舎３階会議室 

 

【出席者】 

委員） 

岡本正耿委員、山本清委員、佐藤主光委員、石阪丈一市長、髙橋豊副市長、木島暢夫副市長 

幹事） 

小池晃政策経営部長、水越祐介経営改革室長、髙橋晃総務部長、堀場淳財務部長 

 

【事務局】 

政策経営部経営改革室 

 

 

  

 

２０２０年度第２回 

町田市行政経営監理委員会報告書 

町田市では、行政経営改革を着実に推進していくことを目的とし、外部の有識者である専

門委員や市長・副市長等で構成する町田市行政経営監理委員会を設けています。 

 

２０２０年度の第２回は、「デジタルを活用した市民とのリレーションシップ」をテーマ

に議論をしました。 

 

委員会では、デジタル化という“手段”を用いて、様々なものをより効果的につなげ、新

たな時代にふさわしい市民とのリレーションシップに基づく行政経営のあり方について専門

委員等から提言・提案をいただきました。 
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※本報告書は、ホームページでもご覧いただけます。 

https://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/gyousei/keiei/gyouseikeieikanri13-/index.html 

２０２０年度 第２回町田市行政経営監理委員会の概要 目次 

テーマ：「デジタルを活用した市民とのリレーションシップ」 

～デジタル社会における行政経営改革～ 

 

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向 

 １ ２０２０年度第１回町田市行政経営監理委員会からの提言・・・・・・・・３ 

 ２ 検討の背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 ３ 町田市の取組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 ４ デジタル活用による市民生活の主な変化・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

５ 行政経営における大胆なサービス改革・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

６ デジタルを活用したサービス改革のための課題・・・・・・・・・・・・１４ 

７ デジタル社会における基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

～ 委員間での意見交換 ～ 

 

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ 

 １ （株）ＮＴＴデータによる今後の展開についての考察・・・・・・・・・３３ 

 ２ デジタルを活用した市民とのリレーションシップ・・・・・・・・・・・４０ 

 ３ 行政経営における市民とのリレーションシップの展開イメージ・・・・・４１ 

 ４ デジタルを活用したコラボレーションとブランディング・・・・・・・・４３ 

５ 公的認証と対人サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

６ デジタル技術とデータベース・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

７ 組織づくりと人材育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６ 

８ 市民とのリレーションシップに基づいた今後の行政経営のあり方・・・・６０ 

～ 委員間での意見交換 ～ 
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◆ 石阪市長挨拶 

 

 

本日はお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。 

本日は、３人の専門委員の先生にご出席をいただき、議論をさせていただく場を

設定いただきまして、ありがとうございます。 

デジタル化は行政経営において必要不可欠な要素になってきています。国がデジ

タル戦略を打ち出してから既に１０年が経過していますが、我々にとって新型コロ

ナウイルス感染症拡大で一番衝撃だったのは、小・中学校のモバイル端末が１年内

に全員に配られることになったことです。そこから我々もこれは急がなければいけ

ない仕事だということが身にしみました。 

私は、市長ではありますがアナログ対応の人間ですので、デジタル化、あるいは

デジタルトランスフォーメーションの先頭に立つというのは大変なのですが、少な

くとも、市民にとってどう役に立つかという、この１点でデジタル化、あるいはデ

ジタルトランスフォーメーションというものを考えていきたいということでやらせ

ていただいています。 

改めて、市民にとって何が大事か、どこがよくなるかということがリレーション

シップだと思います。当たり前に、これができないのはおかしいと感じ、色々なデ

ジタル技術を活用して改善していく。そこには、我々はもちろんですが、市民から

の提案もあると思います。提案をしっかりと受けとめ、取り入れていかないと、こ

れはリレーションにならなくて、一方通行になってしまいます。 

そのために、我々の意識も変わるし、やり方も変わるし、我々自身の行動も変わ

るというつもりでやらせていただきたいと思っています。 

本日は、短い時間ではありますが、先生方と、忌憚のない意見交換が出来ればと

思います。どうぞよろしくお願いいたします。  
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◆ 第 1 部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向         

１ ２０２０年度第１回町田市行政経営監理委員会からの提言 

人口減少・人口構造の変化や、技術・社会等の変化は行政経営にとって大きなイ

ンパクトを与えます。また、感染症の世界的拡大を受け、私たちの生活は大きく変

化してきています。ここでは、２０４０年にかけて起こる変化を受けた行政経営に

おけるインパクトを３つに整理しました。 

まず、「インパクト１ 行政課題のさらなる複雑化・多様化」については、社会

環境の複雑性が増している中、多様な主体とともに課題解決を図っていくことが求

められています。 

続いて、「インパクト２ 行政の経営資源の不足」については、人材不足、イン

フラ維持コストの増加、税収減等の様々な資源制約に直面する中、これまでの経営

手法を大胆に見直し、限られた経営資源を最大限活用していくことが求められてい

ます。 

人材不足、インフラ維持コストの増加、税収減等

の様々な資源制約に直面する中、ＩＣＴの活用を前

提とした強靭で持続可能な住民サービスの提供を

実現する行政経営が求められる。

感染症の世界的拡大を受けたリモート化の進展

を受け、人々の働き方に大きな変化をもたらした。

これまでの経営手法を見直し、限られた経営資源

を最大限活用していくことが求められる。

自治体間で、人口や職員人材の奪い合いが顕在

化したり、まちの魅力や課題対応力がシビアに比

較されていく中で、地域の特色を最大限に引き出し、

都市のパフォーマンスを最大化していくことが求め

られる。

人や企業の多彩な知恵と行動を結集し、都市の

持つ魅力や強みを活かしたサービスを持続的且つ

安定的に提供していくことが求められる。

住民ニーズや地域課題が多様化・複雑化する中

で、コミュニティ組織、ＮＰＯ、企業等、地域社会に

おける多様な主体とともに課題解決を図っていくこ

とが求められる

社会環境の複雑性が増し、地震、風水害等の自

然災害や感染症の拡大等、将来予測が困難な中、

新たな発想で市民サービスを持続的に提供してい

くことが求められる。

インパクト１

行政課題のさらなる多様化・複雑化
インパクト３

都市の個性や独自性の必要性
インパクト２

行政の経営資源の不足

技術・社会等の変化人口減少・人口構造の変化

自治体間格差の拡大自治体規模の減少

職員の価値観の変化

テクノロジーの発達災害・感染症の多発 構造的収支不足の拡大

公共施設・インフラの
維持が困難

まちの継続性の危機 人材確保への対応

- ９ -

コロナ禍による
税収の急激な落ち込み

経営資源の制約予測不可能な時代

２０２０年度第１回町田市行政経営監理委員会資料からの抜粋
～ ２０４０年にかけて起こる変化とインパクト ～

２
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続いて、「インパクト３ 都市の個性や独自性の必要性」については、自治体間

で、まちの魅力や課題対応力がシビアに比較されていく中で、地域の特色を最大限

に引き出していくことが求められています。 

  先に整理した３つのインパクトを受け、前回の委員会では、今後の行政経営に必

要な３つの視点について提言いただきました。 

改めて、３つの視点を説明しますと、１つ目は、多様な主体とともに、課題解決

を図るコラボレーション、２つ目は、テクノロジーを最大限に活用していくスマー

ト自治体、３つ目は、都市の魅力を発信していくブランディングです。 

町田市では、この３つの視点を基に、「（仮称）まちだ未来づくりビジョン２０

４０」におけるまちづくり基本目標を支える経営基本方針を策定しています。 

 

今後の行政経営に必要な３つの重要な視点

（１）顧客本位による現場の視点

（２）徹底した自治体間比較

（３）戦略的なマーケティング・広報活動

（４）ブランドイメージに基づく事業展開

（１）多様な担い手との協働

（２）公民連携手法のさらなる活用

（３）他自治体・都・国との広域連携

（４）オープンイノベーション

（１）スマート化によるサービス向上

（２）デジタル化による生産性向上・リスクヘッジ

（３）自治体行政の標準化・共通化

（４）正規職員は企画立案業務等に注力

インパクト１

行政課題のさらなる多様化・複雑化
インパクト３

都市の個性や独自性の必要性
インパクト２

行政の経営資源の不足

ポイント ポイント ポイント

- １０ -

視点１ コラボレーション 視点２ スマート自治体 視点３ ブランディング

市民、地域、企業、大学、他自治体等と連

携することで新たな価値を生み出していく

とともに、変化やリスクに適応し持続可能

な地域社会を形成していく

これまでの行政活動のやり方を抜本的に

見直し、最新のテクノロジーを的確に活用

することで、効率的かつ強靭なサービス

デザインを進めていく

地域の特色を顧客の視点から捉え、戦略

的な広報活動を行うことで、町田市の魅力

を向上させ、都市のパフォーマンスを最大

化していく

２０２０年度第１回町田市行政経営監理委員会資料からの抜粋
～ 今後の行政経営に必要な３つの重要な視点 ～

３

今後の行政経営に必要な３つの重要な視点をもとに、「（仮称）まちだ未来づくりビジョン２０４０」の経営基本方

針を策定している。
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２ 検討の背景 

ここでは、情報化社会を取り巻く状況を説明します。 

図表のとおり、スマートフォンの世帯保有率が２０１０年から急増し、２０１９

年には８０％を超えています。 

スマートフォンの普及に伴い、コミュニケーションのあり方や、様々なアプリの

利用に伴うライフスタイルの変化など、私たちの生活が大きく変化しています。 

  

４

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（１）検討の背景 ～情報化社会を取り巻く状況

■ スマートフォンの普及

世帯における情報通信機器の保有状況は、ス

マートフォンの保有率が2010年から2013年にかけ

て急増し、その後も堅調に増え続けた結果、2019

年には80％を超える状況となっている。

出典：総務省「通信利用動向調査」
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前述のスマートフォンの普及に比例しますように、ＳＮＳ利用者数は年々増加傾

向にあります。図表のとおり、２０２１年末にはＳＮＳ利用者数が８，０００万人

を超過することが見込まれており、コミュニケーションのあり方に大きな変化が起

きている、象徴的な傾向として捉えることができます。 

今後の行政経営においては、ＳＮＳを効果的に活用した市民とのコミュニケーシ

ョンを行っていくことが求められていきます。 

 

 

 

  

５

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（１）検討の背景 ～情報化社会を取り巻く状況

■ ＳＮＳ利用者の増加

日本国内におけるＳＮＳの利用者は年々増加している。２０１９年度末の国内ネットユーザーは９,９６０万人と推定されるが、ＳＮＳ利用者はそのうち

７８．２％にあたる７，７８６万人であった。２０２０年の年間純増者数は１８９万人となる見込みで、利用者は１カ月平均で約１６万人の増加が見込ま

れている。

ＳＮＳ利用者数と利用率の推移

出典：株式会社ＩＣＴ総研 「２０２０年度ＳＮＳ利用動向に関する調査」
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ＹｏｕＴｕｂｅをはじめとした動画コンテンツの普及に伴い、データトラフィッ

ク量も年々増加してきています。自分のやりたいことを発信したい人が、世界中へ

気軽に動画コンテンツを発信することができるとともに、動画を視聴するユーザー

側の共感の広がりが、世界では社会的な原動力になることもしばしば起きています。 

このように、スマートフォンの普及に伴い、組織や個人が様々な情報を入手・発

信し、人、モノ、情報が容易につながり、そのつながりによって躍動していく世の

中になっています。 

 

 

 

  

６

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（１）検討の背景 ～情報化社会を取り巻く状況

■ データトラフィック量の増加

固定系ブロードバンド契約者のダウンロードトラフィックは、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため在宅時間が増加したことにより、インター

ネットトラフィックが前年同月比５７．４％と大幅に増加している。

主な要因としては、テレワークの浸透に伴うリモート会議や在宅時間が増加したことによる動画視聴等が考えられる。

出典：総務省2020年度「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」

固定系のブロードバンド

契約者の総ダウンロード

トラフィック

固定系のブロードバンド

契約者の総ダウンロード

トラフィック
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国では、デジタルガバメント実行計画の推進を行うとともに、デジタル庁を創設

する予定です。また、マイナンバー制度の抜本的な改善を掲げ、マイナンバーを利

用した行政サービスの拡充によりさらなる利便性向上を図ることとしています。 

東京都では、新たな都政「シン・トセイ」により、行政サービスのデジタル化を

図るとともに、デジタルサービス局を創設することとしています。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、国や東京都においても、これまで

以上に、急速にデジタル化を推進し、アフターコロナを見据えた新たなビジョンや

取り組みを打ち出しているところです。 

 

 

 

  

７

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（１）検討の背景 ～行政におけるデジタル化の取り組みの急加速

デジタル庁の創設

国の情報システムの統括・監理、地方共通のデ

ジタル基盤の企画と総合調整、マイナンバー制度

の企画立案の一元化、民間・準公共部門のデジ

タル化の支援、データ利活用やサイバーセキュリ

ティの実現等の業務における総合調整機能を有

する内閣直属組織として、2021年9月1日にデジタ

ル庁を設置予定。

マイナンバー制度の抜本的な改善

公金受取口座との連携や、ＡＴＭによる口座振

込でのマイナンバー活用、運転免許証のデジタル

化によるマイナンバーカードとの一体化等による、

抜本的な利便性の向上を図る。

自治体の情報セキュリテイ「三層の対策」の見

直しを行い、マイナポータル及びｅ-ＴＡＸ等の利便

性の向上を図る。

デジタルガバメント実行計画

あらゆるサービスが最初から最後までデジタル

で完結できるサービス設計12箇条に基づく、「すぐ

使えて」、「簡単」で、「便利」な行政サービスを目

指す（2020年度改訂）。

利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最

初から最後までデジタルで完結される行政サービ

スの100％デジタル化の実現する。

■ 国の動向

デジタルサービス局の創設

ＩＣＴ人材を豊富に活用し、先端技術による全庁

的な業務改革を先導するとともに、全職員のデジ

タル能力の底上げを図るなど、ＤＸ（デジタルトラ

ンスフォーメーション：ＩＴの浸透が人々の生活をあ

らゆる面でより良い方向に変化させるという概念）

を力強く推し進める核となる組織として、2021年4

月1日にデジタルサービス局を設置予定。

スマート東京の実現

世界最高のモバイルインターネット「TOKYO Data 

Highway（TDH）」を基盤として、ビッグデータやAIな

どの先端技術を活用し、経済発展や社会的課題

の解決を両立させるSociety 5.0の実現に向けた取

組をはじめ、データ共有と活用の仕組みを作り、

最先端技術を活用した分野横断的なサービスの

社会実装を強力に推進する。

新たな都政 ＝ 「シン・トセイ」

DXの推進を梃子として制度や仕組みの根本まで

遡った「都政の構造改革」を強力に推進し、都政

のQOS（クオリティ・オブ・サービス：サービス品質）

を向上させることで、都民のQOL（クオリティ・オブ・

ライフ：生活の質）を高め、誰もが安全・安心で幸

せを享受できる社会を実現する。

■ 東京都の動向
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３ 町田市の取組み 

現在、町田市では２０２２年度から２０４０年度までを対象期間とする次期基本

構想・基本計画「（仮称）まちだ未来づくりビジョン２０４０」策定作業を進めて

います。 

本ビジョンの中には「町田市デジタル化総合戦略」を掲げ、市のまちづくりに関

する政策や行政経営に関する基本方針とともに、デジタル化に関する基本的な考え

方を示しています。 

国や東京都のデジタル戦略とともに、町田市でもデジタル化による行政サービス

の改革に取り組み、誰もがデジタル技術の便益を享受し、安全で安心な暮らしや豊

かさを実感できるような社会の実現を目指していきます。 

  

基本構想

基本計画

８

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（２）町田市の取組み ～町田市デジタル化総合戦略

「（仮称）まちだ未来づくりビジョン２０４０」に、町田市デ

ジタル化総合戦略を掲げている。この町田市デジタル

化総合戦略に基づいてデジタル化による行政サービ

ス改革に取り組み、誰もがデジタル技術の便益を享受

し、安全で安心な暮らしや豊かさを実感できるような社

会の実現を目指していく。

（仮称）２０４０なりたい未来

まちづくりの方向性、行政経営の方向性に沿って

進んでいった未来の姿を掲げたもの

（仮称）まちづくり基本目標

なりたいまちの姿に沿った政策・施

策を体系的に示し、なりたいまちの

姿に至るための目標を示したもの

（仮称）経営基本方針

「（仮称）まちづくり基本目標」を支

える行政の経営方針を示したもの

(仮称)まちだ未来づくりビジョン２０４０

実行計画（5ヵ年計画）

■ 町田市デジタル化総合戦略

町田市デジタル化総合戦略
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町田市では、２０２０年３月に立ち上げた「ｅ-まち実現プロジェクト」により、

キャッシュレス決済の導入や電子申請の拡充等を推進することで、市民の利便性向

上と市役所業務の生産性の向上を図っています。また、町田市広報ＴＶ「まちテ

レ」では、ＹｏｕＴｕｂｅ等で、町田市の様々な魅力をお伝えする広報番組を配信

したり、市民通報アプリ「まちピカ町田くん」では、道路や公園施設等の不具合や

生き物発見レポートをスマートフォンのカメラとＧＰＳ機能を活用して市民が手軽

に通報できるサービスを展開したりと、デジタル技術を活用した市民サービスの向

上に取り組んでいます。 

 

 

 

 

９

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（２）町田市の取組み ～ デジタル活用の取り組み

ｅ-まち実現プロジェクト

市民の利便性と市役所業務の生産性の向

上のため、デジタルの導入・活用を積極的に

推進する庁内横断的なプロジェクトとして、

2020年3月に発足。

ＡＩ（人工知能）チャットボット

市役所の手続きや制度等に関する市民から

の質問に対して、ＡＩが対話形式で回答する「Ａ

Ｉスタッフ総合案内サービス」を2019年12月か

ら導入。

■ デジタル化による市民サービス向上の取り組み

市民通報アプリ「まちピカ町田くん」

道路や公園施設等の不具合や生き物発見

レポートを、スマートフォンのカメラとGPS機能

を活用して市民が手軽に通報できるサービス

を2018年4月から開始。アプリによる通報件数

は695件（2018年）から765件（2019年）に増加。

小中学校におけるＩＣＴ教育の推進

全ての児童・生徒が1人1台使用できるタブ

レット端末を2020年度中に整備し、オンライン

学習による子どもたちの学びの機会の確保を

実現する。

デジタル化を活用した経済対策

キャッシュレス決済“ＰａｙＰａｙ”プレミアムポイ

ント付与事業により、コロナ禍における市内経

済の活性化を後押し（2020年12月～2021年1

月）。

町田市広報ＴＶ「まちテレ」

5分間のストーリーで町田市のあらゆる魅力

をお伝えする広報番組。YouTubeで視聴する

ことができる。2009年1月より配信開始してお

り、2020年度は8本配信。
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 また、デジタル化による行政事務の効果的、効率的な取り組みとして、感染症拡

大等の緊急時における市役所業務の継続性を確保するとともに、生産性の向上、さ

らには働き方改革の促進を目的として、テレワーク、リモート会議、ビジネスチャ

ットを順次導入し、効果的・効率的な働き方を実践しています。 

 また、職員が行っていた定型的な業務について、２０２０年度までに延べ１６業

務でＲＰＡを導入するとともに、ＡＩを組み込んだ光学的文字認識であるＡＩ-ＯＣ

Ｒを延べ３帳票で導入する等により、デジタル技術を活用して業務時間の削減を図

っています。 

 

  

■ デジタル化による行政事務の効果的、効率的な取り組み

１０

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（２）町田市の取組み ～ デジタル活用の取り組み

テレワーク・リモート会議・ビジネスチャット

感染症拡大等の緊急時における市役所業務

の継続性と、生産性の向上、さらには働き方

改革の促進として、2019年度より、テレワーク、

リモート会議、ビジネスチャットを順次導入し、

効果的・効率的な執務環境を積極的に推進。

テレワークの導入では、

VPN接続回線を経由した

リモート操作を可能とし、

在宅でも庁舎と同程度の

システム環境を実現した。

電子化推進度ランキング全国3位

総務省の調査をもとに、日経グローカルが電

子自治体の推進体制、業務・システムの効率

化、情報セキュリテイ対策等を点数化し、自治

体の電子化推進度

ランキング調査（20

20年11月）を実施。

町田市が全国3位

にランクイン。

職員採用web面接等の導入

2020年度より、職員採用1次試験において、

自宅で受験可能なWEB方式により民間で広く

導入されているSPIを導入。また、面接試験に

おいても、リモートによるｗｅｂ面接を導入し、

コロナ禍におけるテクノロジーを活用した採用

事務を実現。これにより一般事務職の応募者

数は前年度の901人から1784人に倍増し、効

果的な人事行政を行っている。

小学校の給食費公会計化

学校長が独自に徴収・管理を行う「私会計」か

ら、市の予算に計上して徴収・管理する「公会

計」に移行（2020年4月）。移行に合わせてシ

ステムを導入するとともに、

キャッシュレス決済

（LINEPay、PayPay）を

導入した。

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡの導入効果（2020年度）

職員が行っていた定型的な業務について、延

べ16業務でＲＰＡを導入し、564時間の削減効

果がみられた。また、ＡＩを組み込んだ光学的

文字認識であるＡＩ-ＯＣＲを、延べ3帳票で導入

し、7時間の削減効果がみられた。
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４ デジタル活用による市民生活の主な変化 

デジタル活用による市民生活の主な変化の１つ目としては、インターネットを通

じ、サービスの利用者と提供者の距離が近くなったこと。変化の２つ目としては、

データによる情報管理ができるようになったこと。変化の３つ目としては、習い事

や体験教室等の人気が高まるなど、モノ消費よりコト消費が重視されるようになっ

たことが挙げられます。 

個人が商品やサービスをＳＮＳや動画等で紹介したり、スマートフォンを活用し

て家計や健康等の情報を管理するなど、デジタル技術によって日常生活そのものが

大きく変化しています。 

このように、デジタル社会の到来により、これまでよりもきめ細やかに利用者の

ニーズに応えていくことが可能となり、私たちの生活利便性は大きく向上してきて

います。 

 

１１

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（３）デジタル活用による市民生活の主な変化

誰でも手軽に情報を収集・発信できるようにな

り、ユーザーによる情報発信の影響が大きく

なってきた。

・個人による動画配信、ＳＮＳによる情報発信

・ネットショップ、オンラインショップの増加

・個人による口コミや商品情報の推奨 等

サービスの利用者と提供者による意見交換や

情報交換、経済取引等が行いやすくなった。

インターネットを通じて、サー

ビスの利用者と提供者の距離が近く

なった

変化①

具体的には・・・

クラウドやビッグデータ等を活用して、日常生

活における便利なサービスが生まれた。

インターネット等を活用して、様々な情報がリ

アルタイムに取得できるようになった。

サービスの電子化によって、

データによる情報管理ができるように

なった

・駅改札の通過情報で子どもの見守り

・家計管理、健康管理をスマホで実施

・スマホによる交通情報の経路検索 等

変化②

具体的には・・・

デジタル社会の到来により、これまでよりもタイムリー、且つ、きめ細やかに利用者のニーズに応えていくことが可

能となる等、私たちの生活利便性は大きく向上してきている。その一方で、個人や集団における情報格差や、個人

情報等の情報セキュリティの強化といった新たな問題も発生している。

・音楽をCD購入ではなく配信で聴く

・車中泊を楽しむアウトドアサービス（車泊）

・習い事や体験教室などの人気の高まり 等

具体的には・・・

特別な時間、思い出、人間関係などの定量化

できない体験を商品化するサービスが生まれ

た。

便利なモノを所有するのではなく、利用者に

とって意味のあるものを共有するようになった。

物質的な生活水準が高まる

につれて、消費のあり方がモノ消費から

コト消費の傾向に変化した

変化③
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５ 行政経営における大胆なサービス改革 

このような市民生活の変化を受け、行政経営においても大胆なサービス改革を進

めていく必要があります。 

サービス改革を行うにあたっては、単なるアナログからデジタルへの置き換えで

はなく、改めて顧客起点による発想を持ち、デジタルを活用したサービスデザイン

改革を進めていく必要があります。 

市民生活においては、人とモノをつなぐこと（ユーザーインターフェイス：ＵＩ）

や、人がモノやサービスに触れて得られる体験や経験（ユーザーエクスペリエン

ス：ＵＸ）が日常生活レベルで大きく変化しています。そのため、行政経営におい

ても、デジタル技術を効果的に活用し、魅力的なＵＩＵＸを創り上げながら市民の

利便性向上や満足度を高めていくようなサービスを展開していくことが求められて

います。 

 

１２

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（４）行政経営における大胆なサービス改革 ～ 変革のためのＤＸ

インターネットを介して、人とモノをつなぐこと（ユーザーインターフェイス：ＵＩ）や、人がモノやサービスに触れ

て得られる体験や経験（ユーザーエクスペリエンス：ＵＸ）が日常生活レベルで大きく変化している。行政経

営においても、魅力的なＵＩＵＸを創り上げながらサービスを展開していくことが求められる。

■ 行政経営における大胆なサービス改革の必要性

デジタル社会の到来により、誰もが様々なサービスを、時間や場所を問わずに享受することができるようになっており、これま

で当たり前であったサービスのあり方や、働き方は大きく変化してきている。

このような中、推し進めていくべき行政経営におけるデジタル化は、単なるアナログからデジタルへの置き換えではなく、デジ

タル化により蓄積されたデータを活用し、これまでの常識に捉われない発想により、サービスのあり方そのものを変えていくも

のでなければならない。

これまでよりもタイムリー、且つ、きめ細やかに利用者のニーズに応えていくため、デジタル技術を活用して、既存の業務を徹

底的に効率化していくとともに、新たな仕組みを構築し、よりイノベーティブ（革新的）な行政経営を実践していく必要がある。
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６ デジタルを活用したサービス改革のための課題 

「デジタル活用による市民生活の主な変化」と「行政経営における大胆なサービ

ス改革の必要性」を受け、課題を整理しました。 

「利便性の高いサービスを構築するための課題」については、必要なときに必要

なサービスが受けられるようにすること、デジタルとアナログの複数のサービスを

整えつつ、シームレスにサービスを利用できる環境を整えていく等の課題がありま

す。 

続いて、「誰もがデジタルを活用したサービスを受けられるための課題」につい

ては、誰もが利用しやすい形で情報資産を整えること、属性等に関係なく利用でき

ること、個人情報の保護等の課題があります。 

続いて、「組織マネジメントの課題」については、既存業務の課題を洗い出し、

見直していくこと、データを収集・分析することで、的確かつ迅速な意思決定を行

っていくこと、組織内の連携を強化すること等の課題があります。  

１３

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（５）デジタルを活用したサービス改革のための課題

ＳＮＳ等を活用した市民と行政のコ
ミュニケーション

デジタル技術を効果的に活用し、
様々なチャネル（方法・手段）を通じ
て、多様な主体との円滑な連携を
図っていく必要がある。

市民が利便性を実感できるデジタ
ル化

必要なときに速やかにサービスが
受けられる等、市民がデジタル化の
利便性を実感できるようにしていく
必要がある。

デジタルとアナログのシームレス化

複数のサービスやシステムがある
中においても、それぞれの違いを認
識せずに、サービスを利用できる環
境を整えていく必要がある。

デジタルを活用した効果的な市民
ニーズの把握

行政サービスにおいても、市民の
ニーズをしっかりと捉えるためにデ
ジタルを効果的に活用してくことが
必要である。

■ デジタルを活用した利便性の高いサービスを
構築するための課題

組織間連携の強化

それぞれの組織が有する情報を結
び付けていくことで、新たなサービ
スを生み出す等、組織間の連携を
より強化することにより、市民ニー
ズに的確に対応していく必要がある。

組織内の既存業務の整理

デジタル化の前提として、ボトルネッ
クとなる課題の洗い出しを行うととも
に、既存業務のサービスデザインの
見直しを行い、業務効率化と生産性
向上を図っていく必要がある。

強固な情報セキュリティの構築

コンピュータや通信ネットワークのシ
ステム障害等により、大きな社会的
被害を受けることのないよう、情報
セキュリティを強化していく必要があ
る。

データドリブン経営の実践

データ化されていない情報について
データ化し、分析することで、的確
かつ迅速な意思決定を行い、サー
ビスの最適化を図っていくデータドリ
ブン経営を実践していく必要がある。

■ デジタルを最大限に活用していくための組織マネジメントの課題

市民の暮らしを守る効果的な情報
収集・発信

災害・感染症時等においては、デジ
タルを活用し、効果的に情報収集・
情報発信を展開していく必要がある。

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄﾞ（情報格差）の解消

市民のリテラシー（情報活用能力）
向上をサポートしていくことで、性別、
年齢、属性に関係なく、誰もが利用
可能な状態を作り出していく必要が
ある。

利用しやすい形による市の
情報資産を利活用

行政の持つ情報資産を市民にとっ
て利用しやすい形で、市民に還元し、
地域社会に役立てていく必要があ
る。

個人のプライバシーの保護

意図しない情報を第三者に漏えい
することのないよう、個人情報の保
護を図るための制度を整えていく必
要がある。

■ 誰もがデジタルを活用したサービスを受けられる
ための課題
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７ デジタル社会における基本的な考え方 

ここでは、「デジタルを活用したサービス改革のための課題」を解決していくた

めの基本的な考え方をまとめています。 

まず、「市民が実感できるデジタル化の利便性」です。行政サービスにおいても、

市民が日常生活の中で、デジタル化の利便性を実感・納得できるようにしていくと

ともに、デジタルデバイドを生じさせないようにすることで誰もが利用可能な状態

を実現していく必要があります。 

続いて、「デジタル化による多様な主体との協働の促進」です。地域で安心して

生活していくためには、多様な主体がつながり、助け合っていく仕組みを整えてい

くことが大切です。そのためには、デジタル技術を活用し、それぞれの主体が能力

を最大限発揮できるよう、取り組んで行く必要があります。 

続いて、「市民の暮らしを守るデジタル技術の活用」です。自然災害や感染症等

の危機事態から市民の安全を確保していくため、デジタル技術を活用し、情報収集

能力に関する能力や、精度の向上など危機管理の機能を高め、迅速な災害対応を行

１４

第１部 行政経営を取り巻くデジタル化推進の動向
（６）デジタル社会における基本的な考え方

デジタル化による市役所業務の生産性向上

これまで行ってきた事務事業のやり方を大胆に見直し、

全ての業務について、どのようなデジタル技術を活用できるか

検討していく必要がある。また、デジタル化による業務改革と、

デジタル化を進める上で必要な人材育成を推進していく必要がある。

市民が実感できるデジタル化の利便性

市民が日常生活で既に享受しているデジタル化の利便性

を行政サービスにおいても実感・納得できるようにしていく

ことが大切である。同時に、特定の人だけがその恩恵を享

受するのではなく、誰もが利用可能な状態を実現し、デジタ

ルデバイドを生じさせないことを念頭に市民の利便性向上

を図っていく必要がある。

市民の暮らしを守る
デジタル技術の活用

自然災害や感染症等の危機事態

から市民の安全を確保していくこと

が大切である。デジタル技術を活用

した質の高い危機管理及び円滑な

災害対応を行っていくことが必要で

ある。

デジタル化による
多様な主体との協働の促進

地域で安心して生活していくために

は、多様な主体がつながり、助け

合っていく仕組みを整えていくことが

大切である。 デジタル技術を活用し、

それぞれの主体が能力を最大限発

揮できるよう、取り組んで行く必要が

ある。

データの利活用と情報セキュリティ

行政が保有する情報は、市民の情報資産でもある。これら

の情報資産を活用しやすい形で市民に還元していくことが

必要である。情報活用の一方で、情報漏えいの危険性等負の側面

があるため強固な情報セキュリティを構築していく必要がある。

これからの市役所業務においては、市民生活を支えていくための人との関わりを大切にできるようなデジタル技術

の活用を図っていく必要があるため、これまでの町田市の強みである人と人とのつながりを活かし、市民とのリ

レーションシップを充実させていく。
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っていく必要があります。 

続いて、「デジタル化による市役所業務の生産性向上」です。これまで行ってき

た事務事業のやり方を大胆に見直し、全ての業務について、どのようなデジタル技

術を活用できるか検討していきます。また、デジタル化による業務改革と、デジタ

ル化を進める上で必要な人材を育成していく必要があります。 

 続いて、「データの利活用と情報セキュリティ」です。行政が保有する情報は、

市民の情報資産です。これらの情報資産を活用しやすい形で市民に還元していくと

ともに、強固な情報セキュリティを構築していく必要があります。 

 これらの基本的な考え方を踏まえ、デジタル化により生産性を向上し、職員は人

にしかできない対人サービスやクリエイティブな仕事に注力していきます。これか

らの市役所業務においては、市民生活を支えていくための人との関わりを大切にで

きるようなデジタル技術の活用を図っていかなければなりません。 

このため、これまでの町田市の強みである人と人とのつながりを活かし、市民と

のリレーションシップを充実させていきます。 
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【 総務部長 】 

コロナ禍により、タッチレスとかソーシャルディスタンシングが求められ、社会

全体が急速にデジタル化に舵を切っている状況だと思っています。 

 これまで行政の仕事というのは、窓口で人手をかけることが当たり前のサービス

デザインでしたが、これからは、市民がオンラインで行政手続ができるよう、デジ

タル技術を駆使したサービスデザインに変えていくことが必要だろうと思っていま

す。国は２０２０年１２月、デジタルガバメント実行計画をつくりまして、住民基

本台帳や個人住民税等、主要な１７の基幹業務について３つの標準化を定めていま

す。１つは、基幹業務システムの標準化、もう１つは基幹業務間の連携と、あと行

政機関の間での情報連携の標準化、あともう１つは行政手続のオンライン化です。

これらを実現すると、いつでも、どこでもオンライン化による行政手続ができるよ

うになります。これはデマンドサイドとしては、市役所に来る手間や申請書を書く

手間が当然なくなる。また、サプライサイドとしては、大規模な窓口が不要になり

ますので、業務コストが削減されて、市役所業務の生産性が非常に向上すると思い

ます。 

平たく言うと、５年から１０年の間に、市役所の１階・２階の窓口業務のあり方

や働き方が、全国レベルで激変するだろうと思っています。来たるべきソサエティ

ー５.０で想定しているデジタル社会が来ますので、今のうちから職員の仕事の意識

を変える必要があるだろうと思っています。 

 続いて、プラットフォームとかプラットフォーマーという言葉を最近よく聞きま

して、コラボレーションのベースとして捉えられていますが、今一つ理解が進んで

いなくて、ＧＡＦＡのようなデジタルプラットフォーマーのイメージが一般的だろ

うと思っています。 

 ５年から１０年の間に、市役所の１階・２階の窓口業務のあり方や働き方

が、全国レベルで激変するだろうと思っている。来たるべきソサエティー５.

０で想定しているデジタル社会に備え、今のうちから職員の仕事の意識を変

える必要がある。 



 18 

 そこで、プラットフォームについて、人口減少社会において新たな価値やサービ

スを創出するために必要な人材ですとか、必要なツールとかフィールド、あるいは

必要な資金をつないで、協働、あるいは競争する仕組みという定義が必要なのでは

ないかと思っています。 

 また、プラットフォーマーについては、プラットフォームとの関わりの中で役割

を担える人材ということだと思っています。これは私の造語になりますが、プラッ

トフォームを企画してコーディネートする人材をプラットフォームビルダー、プラ

ットフォームを経営して改善する人材をプラットフォームマネジャー、プラットフ

ォームに参画してアイディアを出す人材をプラットフォームプレイヤーという３つ

の要素に分けて、役割をチェンジするのではないかなと思っています。 

 町田市は、先ほども紹介がありましたが、事業者とのプラットフォームとしては

「南町田グランベリーパーク」、市民協働のプラットフォームとしては「まちだ○

ごと大作戦」、自治体とのプラットフォームとして、自治体間ベンチマーキングと

してベストプラクティスを構築していくという取り組みがありますので、次なるイ

ノベーションの創出のためには、プラットフォームのモデル化や、プラットフォー

マーの役割を見える化して、新しい仕事のあり方として意識付ける必要があるので

はないかなと思っています。 
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【 財務部長 】 

今回のテーマである「デジタルを活用した市民とのリレーションシップ」を受け、

２０２１年度予算のポイントからコメントさせていただきます。 

今般編成した２０２１年度の当初予算においては、自主財源である市税収入が大

幅に減少する見込みでありまして、今後、その回復には数年間を要することが見込

まれるため、地方交付税や市債に依存せざるを得ず、自立的な財政運営が困難にな

ると見込まれています。 

今回の編成において、重点的に取り組む事業としては、市民の生活や市内の経済

活動を支える事業、そしてアフターコロナを見据えたデジタル化等の新たな課題に

対応すべき事業、また、まちの魅力向上につながる事業を柱としまして、行政関与

の必要性や緊急性、費用対効果がそれぞれ高い事業といたしました。 

このような状況の中でも、市民とのリレーションシップをより良いものとしてい

くためには、市民生活や市内経済を支える施策を最優先に考え、市民との信頼関係

をしっかりと築いていくことが必要であると考えています。 

その上で、冒頭市長からもご挨拶がありました小・中学校教育におけるデジタル

技術の活用の推進等、アフターコロナ、ウィズコロナにおいて必要不可欠なデジタ

ル化の取り組みを積極的に進め、これからの時代を担っていく子どもたちの生きる

力を育んでいく必要があると考えています。 

また、町田市の芹ヶ谷公園“芸術の杜”と一体的に整備する「（仮称）国際工芸

美術館」の整備等、多くの人を惹きつけて、まちの魅力を向上させていくための事

業にも取り組んでいく必要があると考えています。 

こうした厳しい財政状況においても、今実行すべき真に必要な施策を選択し、集

 厳しい財政状況においても、今実行すべき真に必要な施策を選択し、集中す

ることを前提に、市民との信頼関係を築き、市民の愛着を高めていけるよう

な未来につなげる投資を行っていくことで、市民とのリレーションシップを

充実させていきたい。 
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中することを前提に、市民との信頼関係を築き、市民の愛着を高めていけるような

未来につなげる投資を行っていくことで、市民とのリレーションシップを充実させ

ていきたいと考えています。 
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【 佐藤専門委員 】 

 やはりこういうデジタル化というのは、国や自治体といった行政に対して、ある

意味のパラダイムシフトを迫っているのだと思います。 

私が理解する限り３点あって、第１は目線の転換だと思います。これまでの組織

の目線からユーザー目線への転換です。例えば、コロナにおいても、小口の融資、

持続化給付金、家賃の補助等、中小企業や個人事業主に対して様々な支援が行われ

ていますが、窓口がバラバラです。でも、我々はそれが当たり前だと思っています。

なぜなら、市役所においても、例えば住民票が欲しければ市民課に行くし、税金を

払うなら税の窓口に行きます。それぞれの組織があって、縦割りの組織があって、

そこにユーザーが出向くことが、当たり前だと思っているわけです。 

その不便は、当然あってしかるべき不便だと思っていましたが、デジタル化とは、

エンド・ツー・エンドとかワンストップという言い方をしますが、ユーザーにとっ

てどうなのかという視点が必要だと思います。 

コロナに関しても、本来、窓口は１つで良かったと思います。１つの場所で、

「あなたが困っている人ですよね」と対応する。困っている企業であり、困ってい

 デジタル化というのは、国や自治体に対して、パラダイムシフトを迫ってい

る。デジタル社会への転換期こそ、ユーザー側の目線に立った発想への転換

が強く求められている。 

 システムの移行過程では、デジタルとアナログの併用という認識ではなく、

デフォルトをいずれかに定めることが大切である。 

 ユーザー目線に立てば、支援が必要な家庭等に対する、行政の側からアプロ

ーチするプッシュ型の支援が必要である。 

 人材育成においては、職員のデジタルリテラシーの向上を図ることで、組織

のデジタル化を推進していく。 

 情報セキュリティは、漏洩事故等のリスク管理を含めた俯瞰的な善後策を含

めて講じておくことが肝要である。 



 22 

る事業主であれば、そこに行って自分の情報を入力すれば、あなたにはこんな支援

がありますよ。そこで、応募するか、しないかを判断してくださいという具合です。 

例えば、母子家庭の貧困問題があります。これも自治体は色々な支援を行ってい

ますが、いわゆるプッシュ型になっていないため届いていません。それは申請待ち

だからです。一方、ユーザー目線に立てば、助けが必要な事業者や家庭に対して、

逆に行政の側からアプローチするプッシュ型というのもあってしかるべきだと思い

ます。そういった意味において、１つは目線の転換というのが必要かなと思います。 

２つ目ですが、これも必ず言われるのは、デジタル化と言うと、アナログな人も

もちろんいますので、結局、デジタルとアナログを併用するということになります。

教科書も併用であるため、紙の教科書とラップトップなのか分からないですが、結

果的にかえって不便になるわけです。 

税務署もオンライン納税をやっていますが、紙ベースでも認めています。併用に

なると、結局両方の事務負担が生じますので、やっているほうも大変だし、受ける

ほうも「どっちでやろうか」ということで迷うことにもなるわけです。そうだとす

れば、やはり必要なのはデフォルトがどっちかであるということをしっかり定めて

いくことが必要だということです。 

もちろん世の中には、オンラインでは、なかなか申請することができない方がい

らっしゃいますし、紙でなくては嫌だという学校の先生もいるかもしれません。し

かしながら、デフォルトはデジタルなので教科書もデジタル化しますと示し、どう

しても紙を持ってきたい子どもは持ってくれば良いわけです。納税だって全てオン

ラインですが、どうしても紙で申請したい人は少し不便ですが紙で申請してくださ

いというようにすれば良いわけです。 

この問題は必ず移行過程でよく出てくる話ですが、どちらに軸を置くかというこ

とが大事になってくるのであって、併用ではないという認識を持つことが必要だと

思います。 

それに関わる人材については、事務局の資料に「育成」という言葉が出てきてい

るのが良いなと思います。どうしてもデジタルというと外部人材を登用するという



 23 

話になる傾向がありますが、外部に登用できるデジタル人材はそれほどいませんの

で、やはり組織の中で育てていかなければなりません。組織にとってデジタルがデ

フォルトであれば、人材についてもデジタル人材がデフォルトになるわけですので、

組織で育てていくことが求められます。もちろん、デジタル技術のプロになれと言

っているわけではなくて、せめてシステムベンダーの言っていることが分かるよう

に、あまり騙されないように、人材を育成していくということが重要かと思います。 

最後にもう１つ、実は「セキュリティ」という言葉が意外と肝です。私は、医療

関係の仕事もしていますが、お医者さんが必ず言うのは、セキュリティや個人情報

の漏洩についてです。例えば、セキュリティを守るために、システムを外部から分

断する等は自治体でもやっていますよね。結果的にそれはものすごい不便をもたら

していると思います。セキュリティを重視するあまり、非常に不便なデジタル化を

進めてしまうことは、活用できていないと言っているに等しいと思います。 

セキュリティというのは、決してシステムの中だけで確保するものではなくて、

運用で確保するものだし、流出したときにどうするかという対処、善後策も併せて

のセキュリティだと思います。個人情報の保護も同じです。あまり保護、保護と言

っていると、あの情報も出してはだめ、この情報も出してはだめということになっ

てしまいますので、仮に漏れたとき、何か問題が起きたときに、どのように対処す

るかという視点もあわせての個人情報の保護であると思います。 

あまりガチガチにセキュリティで周りを固めてしまうと、かえって使い勝手が悪

くなるうえに、デジタル化の阻害要因になるという問題もあります。そのあたりは

全体を俯瞰して、セキュリティであれば事故があることが前提であると捉えること

も必要だと思います。車だって必ず事故を起こすわけですから、事故が起きたとき

にどうするかということがむしろ大事になりますので、事故のあるケースも含めて、

全体を俯瞰したセキュリティであるべきですし、個人情報の保護であるべきですし、

そういった視点を持つことが肝要かなと思います。 
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【 山本専門委員 】 

デジタル化を考える場合に一番重要な点は、今問題になっているような、申請手

続から最終的な行政サービスが、デジタルで完結するのかということです。 

例えば、電子マネー等による給付行政であれば、瞬間的な電子取引による資金提

供が実現され、非常に完結しやすいわけですね。 

ところが、問題になっている新型コロナウイルス感染症の対策では、なかなかう

まくいっていません。例えばＰＣＲ検査については、この半年ぐらい、あるいは１

年ぐらいに起こってきた技術革新は何かといえば、最初はＰＣＲ検査をするための

検査場所の設営です。そこに行かないとまず検査してくれなかったわけですね。そ

れが６ヵ月ぐらいたってから、唾液等を出して、その検体を送ればＰＣＲ検査がで

きるようになり、集中化から分散化ということが技術革新により変わってくるとい

うことになります。ＰＣＲ検査は何のためにやっているかというと、自己隔離する

のか、入院するのか、あるいは周りがトレーシングして追跡調査するかどうかとい

うための１つの情報として使っているわけで、それは最終的なものではなく、隔

離・入院・治療に振り分けるための基礎的な情報として把握します。それを電子化

して、いち早く管理するということが非常に重要になります。そのシステム自体が、

 給付金等の申請から提供までをデジタルで完結できる行政サービスは、徹底

的にデジタル化を促進していく。 

 一方で、教育や福祉等の対人的な行政サービスは、デジタル技術の効果的な

活用によりサービスの質を向上させ、蓄積データを用いた追跡システムを構

築していく。 

 申請から提供まで全てデジタル化により完結することは、できる行政サービ

スもあるが、ほとんどのサービスはそれで完結しないということも同時に頭

に入れないといけない。 

 ユーザーサイドの視点が必要であるが、様々な制約があるなかでは、フレキ

シブルに制度をつくっておかないといけない。 



 25 

未だに厚生労働省のものに全国自治体が準拠しないという問題があるとともに、こ

れらの管理はそれで終わるのではなく、入院調整の問題やベッドの確保という物理

的な、物量的な管理が伴わないといけないですね。 

よく話題になっている、ウーバーイーツにしてもセブン・イレブンにしても、そ

れは物流システムとのセットで、情報化やデジタル化の効果がある。それはなぜか

というと、残念ながら人間は食料を食べないと生きていけないし、それなりの楽し

みもあるので、物理的なものが必要になってきます。あるいは治療ということであ

れば、ある薬を飲んだら全部治るという画期的なものが出てくれば別ですけど、そ

れがなければ、リモート的な管理が可能だとしても、何らかのヒューマン的なサー

ビスが必要になってきます。 

そうすると、ヒューマンサービスはあるが、それをどうやったらデジタル的な技

術を使ってより効率的に、あるいはより治療成績を上げるようにするかということ

を考えなくてはいけません。政府が示しているように、全ての行政サービスが申請

から提供まで全てデジタル化により完結することは、できるものもあるけれど、ほ

とんどのサービスはそれで完結しないということも同時に頭に入れないといけませ

ん。だからといって、デジタル化をやめろということではないです。これは全く反

することであって、ある意味では全て、佐藤先生がおっしゃったように、例えば昨

年の給付金であれば、それはデジタル化が進んでいれば瞬時にうまく完結するわけ

です。 

ところが、そうでないヒューマンサービスが、とりわけ自治体の場合には、小・

中学校の教育、あるいは児童福祉とか高齢者福祉等と多岐に渡ります。そういうも

のがヒューマンサービスですから、それを機械化に変えていく、あるいは機械を使

ってより質を向上したり、コストダウンしていくということは、同時に考える必要

がありますが、その追跡システム等を同時に完備していくことがデジタル化で今一

番重要になってきている、ということを忘れてはいけないと思っています。 

それは何を言っているかというと、例えばワクチン接種というのは、残念ながら

今の技術的には接種対象者が会場に行くほかないわけですね。それは個人のかかり
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つけ医であれ、あるいは集団的な接種の場所であろうが、自宅にいてサービスを受

けるということは技術的な理由でできません。既にＰＣＲ検査の場合は現実にそう

いう問題が出てきていますので、ユーザーサイドとは言っていながら、技術的な制

約がある中では、非常にフレキシブルに制度をつくっておかないといけないという

ことです。 

だから、そういうことを考えてデジタル化を進めていくということと、とりわけ

デジタルで全て最後まで、申請から供給まで完結するということです。 

ただ、最後に１つ夢のある話にはなりますが、町田市も取り組んでいる行政経営

や評価というのは、デジタル技術の活用により、予算の前段における住民要望やニ

ーズから、どれぐらいコストをかけて、どういう人に対してサービスをして、その

結果どうであったかということまでを、ひょっとするとうまく全部情報として集約

し、自動的に評価から予算へのフィードバックが、今の公会計制度等をすべて含め

てうまくできるかもしれないという、そういう期待もあるということを申し上げま

す。 
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【木島副市長】 

私のほうは、佐藤先生がおっしゃったパラダイムシフト的なところにも通じるの

かなと思いますが、時間軸で捉えて考えた場合に、日本の場合、高度経済成長期を

経て、多分１９８０年代ぐらいにはある意味で社会システムが完成し、それを前提

とした上で人々の生活や経済とか、そういう分配的なものが確立されてしまってい

るのかなと思います。 

そして、１９８０年代から２０００年代に入って今の時代に来るプロセスにおい

て、デジタル化が急加速し、そのデジタル化というものが利便性や効率性等により

人々の生活の豊かさにつながるもの、不可欠なものになってしまったということで

す。 

そうした中で今後どうなっていくのかというと、多分、これまでの社会の仕組み

とかルールを変えていかざるを得ないのではないかなと思っています。これまでの

社会のルールとか経済的な分配が根本的に見直されていく。そういうものが多分デ

ジタル化という大きなパラダイムシフトではないかと思っています。 

そうした中で、個人的に結構注目していることがあります。１つは、静岡県裾野

市のウーブン・シティ構想、あと１つは、政府が中心となって、今選定を進めてい

るスーパーシティ構想です。この２つは、一方では行政体、行政である政府のほう

がスーパーシティという切り口でデジタル化を進めていく。あと１つは、ウーブン

という形で、民間企業が主体となってデジタル化の進んだ都市をつくり上げていく。

この都市は、今ある都市にデジタル化を進めるのではなくて、新しくつくった都市

をデジタル化していこうということです。 

この２つの流れがある中で、理想的には、裾野市がもしスーパーシティ構想に選

 これまでの社会のルールとか経済的な分配が根本的に見直されていく。そう

いうものが多分デジタル化という大きなパラダイムシフトではないか。 

 スーパーシティ構想やウーブン・シティ構想等の社会システムの転換に対し

て、行政としてどう応えていくのか。今後の様々な取り組みをヒントに自治

体としてデジタル化に対応していく必要がある。 
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択されるようなことになると、その中にウーブン・シティというものができて、多

分ウーブン・シティ構想の中で色んなことを裾野市に求めていき、スーパーシティ

構想の中で実現をしていこうという様々な要求が上がってくると思われます。 

それに対して、行政体としてどう応えていくのか。多分その流れが、これから町

田市を初めとして色んな自治体でデジタル化、ＩＴ化に対応していく上で、１つの

ヒントになるのかなという、やや抽象的にはなりましたがそのような考え方を持っ

ています。 

  



 29 

【 岡本専門委員 】 

基本的に民間企業の場合に、データを用いて何か意思決定するという考え方に変

えていくとき、アナログ主導のときにデータを用いた経営を実践していない会社は、

デジタルシフトしても絶対にうまくできません。データによって解釈をすることが

普段からできていないと、デジタルシフトしても、情報がどんどん加速して複合化

するばかりで、先を読めなくなっていくわけです。 

それからもう１つが、管理業務だけやっていた組織はやっぱりだめになっている

ということです。管理とは何かといえば、それは業務の効率化でしかないです。コ

スト削減とか時間の効率化だけなんですね。しかし、効率化ばかりやっていても限

界がある。そうするとこれからどう変わっていくかというと、サービスそのものの

価値を見出すということになってきます。民間も行政も、サービスの価値とか組織

の価値とは何かということについて、自ら考えて答えを出していかなくてはならな

い時代であるということです。 

その際には、考えを呼び起こすためにＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

 アナログ主導のときにデータを用いた経営を実践していない会社は、デジタ

ルシフトしても絶対にうまくできない。 

 データによって解釈をすることが普段からできていないと、デジタルシフト

しても、情報がどんどん加速して複合化するばかりで、先を読めなくなって

いく。 

 管理とは何かといえば、それは業務の効率化でしかない。コスト削減とか時

間の効率化だけである。しかし、効率化ばかりやっていても限界がある。 

 サービスの価値とか組織の価値とは何かということについて、自ら考えて答

えを出していかなくてはならない。 

 効率化のような手を動かす仕事ではなく、頭を使って考えるということがメ

インになっていく。つまり、答えが自動的に出てくる時代ではなくなったと

いうこと。そういうことを相当に覚悟して取り組まないといけない。 
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が使われたり、あるいは考えを発展させるためにＤＸが使われたりということが起

きてくるわけで、基本的には、効率化のような手を動かす仕事ではなく、頭を使っ

て考えるということがメインになっていくということです。つまり、答えが自動的

に出てくる時代ではなくなったということです。そういうことを相当に覚悟して取

り組まないといけないのではないかなと思っています。 
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【 石阪市長 】 

話を聞いていて思いついたことを言わせていただくと、昔、横浜で国際会議場の

運営をしていたことがあります。そのときに、現場に行って色々な不具合が、当然

ながら必ずあるわけですが、これは良いなと思ったのは、ボイスメールという音声

そのものを伝えるやりです。キーボードで入力する手間が要らないので、ダイレク

トに言って、それを聞いた人が判断して、そのまま返すというやり方です。 

これは、経営品質向上活動の取り組みのときに話を聞いたのですが、現場で掃除

をしている従業員にとってはそのほうがありがたいのですよ。「まだあそこのごみ

は搬出されていないのに、どうなっているの」という電話が、当時はピッチ（ＰＨ

Ｓ）というのを使ったと思うのですが、そういう通信手段でやれれば文字情報に比

べて情報伝達が圧倒的に速いのです。 

速いし、文章を入力しないのでキーボードの入力技術が不要なために誰もが簡単

に使用できます。もっと大事なのは、文章では伝わらない感情の部分が、声の場合

には残るわけです。こうした人間の感情面は文字になった途端にスクリーニングさ

れてしまいますね。本人の切迫感とか困っている様子などは、声の情報でしか分か

らないわけですから、そういったところを含めて後で文字化して、しかもその現場

はすぐに解決をすることができる。後々に分析に使えるという意味でも、それは良

 音声情報の活用は、デジタル社会における情報伝達の有効な手段になり得

る。 

 文章では伝わらない感情の部分が、声の場合には残る。こうした人間の感情

面は文字になった途端にスクリーニングされてしまう。 

 話してきたことのやりとりを文字化する、解釈をする、どう変えるかという

のは、いろんなデータの中から、音声を文字に転換してから、転換した文字

を分析すればできる。 

 このような経験から、アナログとデジタル化の両方の利点をうまく使うことが、仕事

の質を高めていく。 



 32 

いなとそのときに思いました。 

話してきたことのやりとりを文字化する、解釈をする、どう変えるかというのは、

それは色々なデータの中から、音声を文字に転換してから、転換した文字を分析す

ればできるはずです。だから、アナログとデジタル化の両方の利点をうまく使うと

いうことが、２０年近く前にいた職場である展示場の現場での対応からの経験で得

られ、今後の仕事にも役に立つのかなと思いました。  
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第２部  デジタルを活用した市民とのリレーションシップ 

１（株）ＮＴＴデータによる今後の展開についての考察 

 

ＮＴＴデータからは、民間事業者の立場から、今後の情報社会のトレンドについ

て説明したいと思います。 

 当社では、「ＮＴＴ ＤＡＴＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｈｙ Ｆｏｒｅｓｉｇｈｔ」

という未来を予測するための取り組みを推進しています。具体的には、今後３年か

ら１０年の間に、我々の社会やビジネスに大きなインパクトを与えるテクノロジー

や、グローバルで最新の社会動向を調査して、近未来の情報社会に対するトレンド

情報をまとめる取り組みです。 

 情報社会のトレンドとしては、「個の追求」「世界の拡大」「規範の探求」とい

う３つに整理しました。本日はこの中で「個の追求」ということに着目して説明い

たします。 

因みに、「世界の拡大」とは何か。少し分かりづらい言葉ですけれども、例えば、

１５

（１） ＮＴＴＤによる今後の展開についての考察
～ 今後の情報社会のトレンド ～

今後の情報社会のトレンドとして「個の追求」に着目。技術進化により個の影響力が拡大を続ける社会
において、国や企業は個を重視した活動にシフトし始めている。

出典：NTT DATA Technology Foresight 2020より抜粋

今後10年の間に

社会・ビジネスに大きなインパクトを

与える変化の予見
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デジタルツインやミラーワールド、あるいはエクステンデッド・リアルワールドと

いった、現実社会と仮想空間、仮想社会をつなげるような世界観が「世界の拡大」

という定義であります。 

では、「個の追求」に着目して、どんなことかということを簡単に触れさせてい

ただきたいと思います。技術の進化により、個の影響力が拡大、民間企業だけでは

なくて、国や行政機関も個を重視した活動にシフトして、「個の追求」が社会全体

のトレンドとなっているというふうに我々は考えています。 

先ほども、インターネットの活用やＳＮＳの活用という話がされていましたけれ

ども、今やインターネットにアクセス可能なユーザーは、全世界で４５億人、世界

人口の過半数以上という想定をしています。インターネットは、製品やサービスを

全世界のユーザーに提供することを可能として、全世界に蓄積された膨大な知識を

世界中の人々に届けることも可能としています。 

さらに、皆さんもスマートフォンをお持ちだと思いますけれども、ＳＮＳが世界

に広がって、世界総人口の過半数に迫る４９％、３８億人もの人々が利用するまで

（１）ＮＴＴＤによる今後の展開についての考察
～ 個のインパクト、個の把握 ～

SNSが世界に広がり、世界総人口の過半数にせまる49%、38億もの人々が利用。
SNSを通じた個の発想による個の発信が容易になり、その発信が複数の個をつなげ、時には政治的、
社会的にも多大な影響を与えるまでになっている。

出典：NTT DATA Technology Foresight 2020より抜粋

１６
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になっています。 

現在の社会では、ＳＮＳを通じた個の発想による個の発信が容易になっており、

その発信が複数の個をつなげて、時には政治的、社会的に多大な影響を与えるまで

になっていると考えています。 

最近話題になったピア・ツー・ピアで色々とやっている仮想通貨みたいなものも、

こういった考え方の１つのものではないかなというふうに考えています。 

社会や企業はこのような「個」の影響力を無視できなくなっており、「個」を重

視した活動やシフトが鮮明になってきています。 

さらに、テクノロジーの進化がその流れを加速させていると我々は考えています。

例えばセンシングの技術、ＩｏＴ、人工知能、ＡＩとよくいわれる技術ではありま

すが、この進化によってより詳細に「個」を捉えることが可能となってきています。 

一人ひとりの深い意識を捉える、より短い時間間隔で変化を捉える、周辺の環境

も含めて物事を捉えるといったことが可能になりつつあります。 

従来の「マス」から「パーソナル」への志向や行動が変化していく中で、物事を

（１）ＮＴＴＤによる今後の展開についての考察
～ 個の視点、個別最適化 ～

「パーソナライズ（個別最適化）」がキーワード。そのカギとなるのがAI。
AIにより、膨大な情報の中からユーザの趣味・思考・行動パターンといった特性を把握、個々人毎に最
適な、その個人に寄り添った形のサービスを提供することが可能となる。

出典：NTT DATA Technology Foresight 2020より抜粋

１７

「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実
現できる社会」、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」
（デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針より抜粋）
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詳細に捉える、すなわち、「個」を追求していくことが必然になってきているので

はないかなと考えます。 

では、「個」を追求するとは具体的にどんなことかということですけれども、

「個」を追求するにあたって注目されているトレンドキーワードは「パーソナライ

ズ（個別最適化）」ということであって、その実現のカギを握るのが人工知能（Ａ

Ｉ）の活用であると考えています。 

ＡＩにより、膨大な情報の中からユーザーの趣味・思考・行動パターンといった

特性を把握して、その特性に応じた個々人ごとに最適な、その個人に寄り添った形

のサービスを提供することが可能となります。 

物事を「個」の視点で詳細に、徹底的に捉え直していく。すなわち、表面的では

なく内面へ、より細かいプロセス、深いレベルのタスクにまで焦点を変えることで、

今まで見えてこなかった新しいアイディアや課題が生み出され、そこで新しいイノ

ベーションにつながっていくと考えています。 

このようなＡＩを用いたパーソナライズサービスは、知らぬ間に我々の生活に浸

透してきているのではないでしょうか。例えばニュースフィード、個人が関心のあ

る政治やビジネス、業界動向、趣味に合ったニュースが登場し、個人はそこから色

んな世の中の情報を知ることになっているかと思います。また、音楽や映像の分野

でも、このパーソナライズされたレコメンドのサービスが利用されています。 

こういった日常的に使っていることの「パーソナライズ」という考え方は、行政

サービスについても同じことが言えます。２０２０年１２月に閣議決定された「デ

ジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」で、今後のビジョンとして、「デジタ

ルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な

幸せが実現できる社会」、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」という

ふうに述べられており、「個」の観点での行政サービスの提供というビジョンが政

府から示されている状況です。  
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では、「個」の追求をどう実現していくかということですけれども、やはりスマ

ートフォンが身近なデバイスになっていると考えています。顧客のあらゆる操作を

捉えて、それを実施した場所やその動作のパターンを拾い上げてデータ化していき

ます。 

しかもそれは、現状５Ｇ、将来的には６Ｇという高速通信で、サーフィンをする

方がシステムをクラウドに送出して、高速にパーソナライズされたフィードバック

の点を顧客に戻してあげる。それに対する反応は即座に収集して改善され、その改

善のスピードは徹底して高速化され、さらには自動化されることもあると考えてい

ます。 

スマートフォンで提供される様々なデジタルサービスでは、強力なパーソナライ

ズが顧客満足の源泉であると考えます。 

これまでの「人による、人のためのサービス」では、サービス提供をする人を教

えて育てるという前提、そして育ったサービスのプロフェッショナルの人が顧客の

（１）ＮＴＴＤによる今後の展開についての考察
～ スマートフォン＝データドリブンを可能にした強力な武器 ～

１８

多数のセンサで個々人のデータを集め リアルタイムでクラウドと通信

スマートフォン

操作データ

場所データ

行動データ

スマホアプリ

GPS

加速度センサ

クラウド

蓄積＋分析

顧客分類

顧客毎に最適化
通信 4G/5G

スマートフォンは強力なセンサー。利用者のあらゆる操作を捉え、それを実施した場所を認識、その動
作パターンを拾い、データ化してクラウドに送る。
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情報を蓄積して、最適を追求し、顧客満足度を得てきたと考えています。 

これからの世界は、世の中では、物理的なサービスではないものや、高度なサー

ビス、そしてサービスのためのパーソナライズも全てデータ主導でソフトウエアが

自動的に行うことになるのではないかと考えます。 

 

  

ただ、皆さん何となく感じていらっしゃるかと思うのですけれども、自身に関わ

る様々なデータが知らない間に活用されている世界、これって便利だとは思うんで

すけれども、結構不安もあるのではないでしょうか。 

こうした「個」を追求した世界で、個人のデータをしっかり管理する営みも進ん

でいます。それが「情報銀行」の営みです。「情報銀行」とは、個人が利用してよ

い企業や目的を決めた上でデータを提供して、データを活用した企業が見返りとし

て個人に合わせたサービスや商品を用意して、メリットを供給する、提供する枠組

みになっています。 

情報銀行とは

（１）ＮＴＴＤによる今後の展開についての考察
～事例の紹介 個人のデータを管理する情報銀行の取組み ～

１９

情報銀行とは、個人が利用してよい企業や目的を決めたうえでデータを提供し、データを活用した
企業が見返りとして個人に合わせたサービスや商品を用意し、メリットを提供する枠組み

個人の同意に基づいて提供された
データを蓄積し、複数の企業や機関
が共有することで、精度・ボリューム
ともに高い情報を活用したビジネス
の発展に寄与する。

また、情報銀行を経由して、データ
の提供をすることで、個人にとって
は、自分のデータの流通を、自らコ
ントロールすることが可能になる大
きなメリットがある。

出典：内閣官房IT総合戦略室「AI・IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ」）

NTTデータは情報銀行間を跨ぐプラットフォームサービスとして「My Information Tracer™」（以下、mint）を提供します。
https://www.nttdata.com/jp/ja/services/information-bank/

預託される個人データの例
・健康状態
・仕事・収入情報
・インターネットでの購買履歴
・位置情報やその行動履歴
・金融情報 など
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例えば、健康状態や仕事・収入情報、インターネットでの購買履歴、位置情報や

その行動履歴、金融情報といった様々な個人のデータを、個人の同意に基づいて蓄

積して、それを利活用したい企業や機関に共有することによって、さらなるパーソ

ナライズされたサービスにつなげていく。これを個人に代わって適切に行い、個人

に便益を返す仕組みが、この「情報銀行」の取り組みになります。 

この「情報銀行」の営みにおいては、今、国が認定する形で既に始まっています。

現在認定されているのは５社です。例えば中部電力さんですとか三井住友信託銀行

さんがその５社の中に入っています。我々ＮＴＴデータは、「情報銀行」に活用し

てもらうプラットフォームとして、「ｍｉｎｔ」という、個人認証を行うサービス

を提供しています。 

このように「個」を追求した世界は着実に進んでいますし、どんどん進化を続け

ていくと思います。先ほども紹介したとおり、２０２０年１２月の閣議決定で提唱

されているデジタルの活用により、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」

というところを目指して、当社も取り組んでいます。しかしながら、やはりアナロ

グ的なところも一部残ると思いますし、我々が考える部分としては、デジタル化を

推奨する上で、アナログとデジタルの融合というところが１つ必要なのではないか

なというふうに考えています。 
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２ デジタルを活用した市民とのリレーションシップ 

デジタルを活用した市民とのリレーションシップを進めていくためには、デジタ

ル社会における市民とのリレーションシップの基本的な考え方を踏まえつつ、これ

まで町田市が取り組んできた①市民参加型事業評価の実施、②地域活動サポートオ

フィス（中間支援組織）の開設、③まちだ○ごと大作戦１８-２０、④南町田拠点創

出まちづくりプロジェクト等のつながりに加え、データマッチングによる地域の課

題解決、ＳＮＳ等を活用した市民と行政のコミュニケーション、データ活用やＡＩ

分析等による市民ニーズの把握、データ分析に基づく予測・シミュレーション等と

いったデジタルを活用したつながりを掛け合わせていくことが効果的です。 

  

■デジタルを活用した人と人とのつながり

２０

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（２）デジタルを活用した市民とのリレーションシップ

デジタル化により生産性を向上し、職員は人にしかできない対人サービスやクリエイティブな仕事に注力していくとともに、デジタル化を進める

ことで、これまでの町田市の強みである人と人とのつながりをより強固にしていく。

データの利活用と

情報セキュリティ

デジタル化による市役所

業務の生産性向上

市民の暮らしを守る

デジタル技術の活用

市民が実感できる

デジタル化の利便性

デジタル化による多様な

主体との協働の促進

■これまで町田市が取り組んできた人と人とのつながり

データ活用やＡＩ分析等に

よる市民ニーズの把握

データ分析に基づく

予測・シミュレーション

ＳＮＳ等を活用した市民と

行政のコミュニケーション

■ デジタル社会における市民とのリレーションシップの基本的な考え方

変遷していく展開の手法や技術、顧客の行動や価値観等を的確に捉えつつ、サービスの利用者と提供者が互いの

理解を深め、良好な関係性を構築することで、発展的な関係性を築いていく取り組みである市民とのリレーションシッ

プを進めていく。

データマッチングによる

地域の課題解決

①市民参加型事業評価の実施

②地域活動サポートオフィス（中間支援組織）の開設

③まちだ○ごと大作戦１８-２０

④南町田拠点創出まちづくりプロジェクト

⑤認知症カフェ「Ｄカフェ」

⑥ＤＢＯ方式による熱回収施設の整備

⑦アクティブシニア介護人材バンク
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３ 行政経営における市民とのリレーションシップの展開イメージ 

ここでは、行政経営における市民とのリレーションシップの展開イメージを示し

ています。コラボレーションやブランディングといった戦略、公的認証や対人サー

ビスといった事業、そして、それを支えるデジタル技術やデータベースを基盤とし

て整理しました。 

このうち、事業である公的認証と対人サービスについては、市民とのつながりを、

深さと広がりの軸で４象限に区分しました。 

深さの軸についてですが、上にある“緩やかなつながり”においては、簡単に、

その場限りで用事を済ませるようなサービスの利用が期待されるラインになります。

“深いつながり”については、気持ちを分かち合い、一定程度の期間においてサー

ビスの利用が期待されるラインになります。 

続いて、広がりの軸についてですが、左側が一人一人のニーズに応じた、きめ細

かいサービスが期待されるラインになります。そして、右側が、誰もが質の高いサ

基盤

事業

戦略

２１

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（３）行政経営における市民とのリレーションシップの展開イメージ

【広がりの軸】

個に応じた最適化を図るきめ細かい

サービスの展開の方向性と、誰もが質

の高いサービスを等しく享受する統一

的な展開の方向性の軸

【深さの軸】

緩やかなつながりに基づくサービス展

開の方向性と、深いつながりに基づく

サービス展開の方向性の軸

デジタル技術、データベース

コラボレーション、ブランディング

深さの軸

緩
や
か
な
つ
な
が
り

深
い
つ
な
が
り

統一的個別的

対人サービス

公的認証

平等性、継続的、共感型

＜学校給食、ふるさと納税 等＞

平等性、即時的、解決型

＜住民票、転出・転入届 等＞

きめ細やか、継続的、共感型

＜介護・保育サービス 等＞

きめ細やか、即時的、解決型

＜図書貸出、体育館利用 等＞

公的認証

広がり
の軸

市民サービスは公正を確保することで市民からの信頼を得つつ、デジタル技術を活用し、効率的にサービスを提

供していく（電子化、機械化）、あるいは、きめ細かいサービスを提供していく（ＡＩ技術の活用、人的資源マネジメン

ト）等、最適なリレーションシップを展開していく必要がある。
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ービスを等しく享受できるサービスが期待されるラインになります。 

このような視点で４つの領域に区分けし、それぞれに当てはまる行政サービスを

具体的に示しました。右上の領域においては、徹底的なデジタル化を推進していき

ます。そして、左上の領域においては、ＡＩ技術等を活用した個別最適化を進めて

いきます。 

このように、それぞれのリレーションシップの特性に応じたデジタル技術の活用

を検討していかなければなりません。 
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４ デジタルを活用したコラボレーションとブランディング 

ここからは、戦略と事業と基盤それぞれについて個別に検討をしています。 

町田市のコラボレーションの主な取り組みとしては、市民参加型事業評価、まち

だ○ごと大作戦、南町田拠点創出まちづくりプロジェクト等が挙げられます。 

このような取り組みを進めていく上では、同じ目的を持つ仲間とともに取り組む

こと、自分たちの“なりたい”をかなえること、多様な価値観を持つ人との対話に

よって新たなサービスを生み出すこと、安らぎの場や居場所の空間となることなど

の視点が大切になります。 

 地域の課題を解決し、地域の魅力を向上させていくためには、デジタル技術を活

用し、時間や場所を問わずに多様な主体が参加できるプラットフォームをつくり、

その中で、行政は多様な主体やアイディアをつなげていくプラットフォーマーとし

ての役割を果たしていく必要があります。 

 

２２

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】コラボレーション

市民・地域・企業等が、やってみたい夢

の実現に向けた取り組みを、賛同者の知

恵や応援を得て、地域の結びつきをより

強めながら実施していく。2018年から開始、

累計取組件数228件。

町田市と東急株式社が連携・共同し、駅

直結の商業施設と都市公園、都市型住宅

等を一体的に再整備・再構築し、新しい暮

らしの拠点をつくり出すプロジェクト。

2019年11月13日のまちびらき後13日目で

100万人の来場者数に到達。

■ 市民から求められること

■ 今後の展開

○同じ目的を持つ仲間と出会え、共に取り組むことで共感が得られること ○多様な主体との共創により自分たちのなりたいを叶えること

○多様な価値観を持つ人との対話によって新たなサービスを生み出すこと ○協働することでやすらぎの場や居場所の空間となること

地域の課題を解決し、地域の魅力を向上させていくため、デジタル技術を活用し、時間や場所を問わずに多様な主体が参加できるプラット

フォームをつくり、町田市は、そのアイディアをつなげ、新たな価値を創出していくプラットフォーマーとしての役割を果たしていく。多様な主体が

参加することにより、行政経営におけるさらなる公正性の確保と事業の透明性を高めていく。また、官民データの連携やリアルタイムデータ等を

活用し、さらなるオープンイノベーションを創発していく必要がある。

地域の課題に対して行政だけで取り組むのではなく、市民、地域、企業、大学、他自治体等と積極的に連携していくことで新たなアイ

ディアやサービスを生み出し、地域の力で地域課題に対応していく取り組み。

■ コラボレーションとは

まちだ○ごと大作戦
１８－２０

南町田拠点創出まちづくり
プロジェクト

評価対象事業について、市民と有識者

で構成する評価人チームが事業所管課と

の議論を通じて、事業の課題等を洗い出

し、現状を評価する。2019年度は「まちテ

レ」でライブ配信し、傍聴者やライブ配信

の視聴者によるインターネット投票を実施。

市民参加型事業評価
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ここでは、行政がプラットフォーマーとしての役割を果たしているコラボレーシ

ョンの展開例を説明します。 

仙台市では、先端技術と様々な産業とを掛け合わせ、テクノロジーの力でイノベ

ーションを生み出す取り組みを進めています。 

そして、神戸市では、行政課題ごとにプロジェクト化した案件に対し、スタート

アップ事業者からの提案を募り、課題を解決する取り組みを進めています。 

このように、行政がプラットフォームとしての役割を果たすことで、産官学のア

イディアを結集し、新たな価値を創出する取り組みを進めています。 

 

２３

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】コラボレーションの展開例

■ プラットフォームの創設とアイディアの結集

■ 神戸市の事例 ～ スタートアップ企業との共創による行政課題の解決

神戸市では、市民サービスの向上と新産業創出を実現するサービスの開発につい

て、スタートアップ（成長型起業家）と市職員が協働して解決する取り組み「Urban

Innovation KOBE」を2017年9月から開始。

行政課題ごとにプロジェクト化した案件に対し、スタートアップ企業からの提案を

募り、優れた提案が本格採用されることで企業のスキルや知名度の向上が図られ、

スタートアップ企業と行政職員が協働して新たな地域課題を解決していく手法として、

他の自治体においても展開され、注目されている。

■ 仙台市の事例 ～ 産学官の連携によるイノベーションの創出

仙台市では、ＩｏＴやAI、VR（仮想現実）/AR（拡張現実）、５G等の先端技術とさまざ

まな産業との掛け合わせ（X-TECH）による新事業の創出や、それをリードする先端IT

人材の育成・交流により、テクノロジーの力でイノベーションを生み出し、都市の体験

をアップデートしていくことを目指すプロジェクトを実施。

本事業は、2019年度策定の「仙台市経済成長戦略2023」の重点プロジェクトに位

置付けられ、市内におけるイノベーション形成の取り組みとして産学官の連携により

一体的に展開されている。
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町田市での今後の取り組み案である「まちだ共創ラボによるプラットフォーマー

の展開」です。 

 現状と課題ですが、多様化・複雑化する市民ニーズに応えていくためには、市民、

地域、企業、大学、他自治体等の主体が能力を最大限に発揮できるよう取り組んで

いく必要があります。 

そのためには、例えば、取組①として、市役所の共創プラットフォーム化が考え

られます。市民からの問い合わせ窓口を一本化し、プラットフォームをつくること

で、地域課題やアイディアを共有できるようになります。 

また、取組②として、まちだイノベーションプロジェクトの実践が考えられます。

多様な主体が連携し、先端技術と様々な産業との掛け合わせを行うことにより、地

域課題の解決や新事業の創出を図り、テクノロジーの力でイノベーションを生み出

していきます。 

 

２４

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】コラボレーションの取り組み

■ 町田市における取り組み案（まちだ共創ラボによるプラットフォーマーの展開）

まちだ共創ラボによるプラットフォーム

データベース
情報の集約

情報の活用
申請・決済等データ

台帳・個別データファイル等

市役所組織（プラットフォーマー）多様な主体

住民 企業、ＮＰＯ等 大学等 他自治体等

データの公開

データの提供

業務推進や
ＥＢＰＭに活用

～ デジタル技術を活用し、時間や場所の制約を受けない共創ラボ（デジタルプラットフォーム）も構築

市役所の取り組み 市民の利便性

取組①
（プラットフォーム）

市民からの問い合わせ窓口を一本化し、多様な主体が参加で
きるプラットフォームをつくる。

地域課題やアイディアを、様々なステークホルダーとの対話に
より共有することができる。

取組②

（まちだイノベーショ
ンプロジェクト）

先端技術と産業とを掛け合わせることで、地域の課題解決や新
事業の創出を図る「まちだイノベーションプロジェクト」を実践し
ていく。

様々なステークホルダーと出会い、対話をすることで目的やア
イディアを共有できる。

市役所の共創プラットフォーム化

市民、地域、企業、大学、他自治体等の多様な主体が、アイディア等を共
有し、同じ目的のもとで活動できる場を形成していく。

取組① 「まちだイノベーションプロジェクト」の実践

多様な主体が連携し、先端技術とさまざまな産業との掛け合わせを行
うこと等により、地域課題解決や新事業の創出を図り、テクノロジーの
力でイノベーションを生み出していく。

取組②

≪ 現状・課題 ≫
多様化・複雑化する市民ニーズに応えていくためには、市民、地域、企業、大学、他自治体等の主体が能力を最大限発揮できるよう、取り組んで行く
必要がある。
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町田市のブランディングの主な取り組みとしては、まちだシティプロモーション

の推進、まちだ子育てブランドブックの発行、町田市ロゴマーク“いいことふくら

むまちだ”の発信等が挙げられます。 

このような取り組みを進めていく上では、町田市に対する愛着や誇りを持ち、他

者に推奨できることや、町田市での暮らしや活動に共感し、関心や憧れを持てるこ

となどの視点が大切になります。  

そのためには、町田市に対する関心を高め、町田市での暮らしを体験的にイメー

ジできるストーリー性のある動画コンテンツ等で情報を発信していくことや、個人

の属性情報や行動情報に応じたパーソナライズ化された情報を効果的に発信してい

く必要があります。 

また、こうした取り組みにおいては、行政が単独で行うのではなく、民間企業等

と連携しながら戦略的に取り組んでいくことが効果的だと考えます。 

 

２５

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】ブランディング

戦略的・継続的コミュニケーション、 都

市イメージ構築、市民参加を促す仕組み

づくりの３つを基本方針とした、「まちだシ

ティプロモーション基本計画」を2021年度

に策定予定。

市内外の子育て層に対し、町田市での

子育ての魅力を伝え、転入促進や子育て

生活の魅力を再認識してもらう小冊子を

2016年から発行している。

マークの上部に好きな言葉を入れてアレ

ンジすることができ、印刷物や制作物、Ｈ

Ｐ等営利目的を含めて誰でも自由に使用

することができる。2014年に市民投票で

決定した。

■ 市民から求められること

■ 今後の展開

○町田市に対する愛着や誇りを持ち、町田市での暮らしや活動・体験を他者に推奨できること

○町田市での暮らしや活動を認知・共感でき、町田市に対して関心や憧れを持てること

町田市に対する関心を高め、市民や地域が自ら価値を発信する「推奨」を後押ししていくため、町田市での暮らしを体験的にイメージできるス

トーリー性のある動画コンテンツ等を各分野ごとに発信していく。また、個人の属性情報や行動情報等に応じたパーソナライズ化された情報を

効果的に発信していくため、民間企業等と連携しながら戦略的に取り組んでいく必要がある。

市民と行政が協力しながら、都市の魅力を市内外に戦略的・継続的にアピールしていくものであり、市民には住むまちへの愛着や市民であること

の誇りを育み、市外居住者にはそのまちへの関心と憧れを醸成する。中長期的に「このまちで暮らしたい」、「学びたい」、「働きたい」、「買い物や

遊びに訪れたい」等、地域をプロデュースし、都市の魅力を高めていくことを目的としている。

■ ブランディングとは

まちだ
シティプロモーション

まちだ
子育てブランドブック

町田市ロゴマーク
いいことふくらむまちだ



 47 

 

ここでは「地域ブランド力を高めていくことによる効果」を整理しています。 

まず、右側のグラフですが、内閣府の調査によると、地域ブランド力と観光地入

込客数は、緩やかな相関関係にあることが分かります。 

続いて、左側の図ですが、地域ブランド力が高まることで、市民や企業等を引き

つけることができます。このことにより、地域と関わりたい人や地域に訪れたい人

が増加し、多様な人が関わることでアイディアとスキルが集まり、新たな価値が生

まれます。そして、地域の魅力が向上することで、地域ブランド力が高まっていき

ます。 

このように、地域ブランド力を高めていくことで、人々が集い、さらにブランド

力が高まっていくという好循環が見込まれます。 

  

地域ブランド力と観光地入込客数をプロットしてみると、緩やかな相関関係にあり、地域ブランド力を高めれば、観光客を呼び込むことがで

きる。このように、地域ブランド力が高まることで、市民や企業等を惹きつけ、多様な人が関わることで、アイディアとスキルが集まり、地域

の魅力が向上するという好循環が生まれることが期待できる。

２６

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】ブランディング

■ 地域ブランド力を高めていくことによる効果

地域ブランド力を高めていくことによる効果

地域ブランド力の高
まりにより、市民や企
業等を惹きつけてい
く

地域と関わりたい人
や地域に訪れたい人
等が増加する

多様な人が関わるこ
とで、アイディアとス
キルが集まり、新た
な価値が生まれる

地域の魅力が向上す
ることで、地域ブラン
ド力が高まっていく

（出典） 内閣府「地域の経済2005」 －高付加価値化を模索する地域経済－

地域ブランド力と観光地入込客数との相関について

「地域ブランド力」・・・ブランド独自性（他の地域と比べて特徴や違いを感じるか）、ブ
ランド愛着度（その地域に愛着を感じるか）、購入意向（その地域ブランドを購入した
いか）、訪問意向（その地域を訪れてみたいか）、居住意向（その地域に住んでみた
いか）の合計得点で算出。
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ここでは、町田市での今後の取り組み案である「いいことふくらむまちだシティ

プロモーション」を説明します。 

現状と課題ですが、物質的な生活水準が高まるにつれて、消費のあり方がモノ消

費からコト消費の傾向に変化するとともに、個人の発信力の影響が大きくなってき

ています。そのため、体験を共有できるコンテンツの発信や、市民と連携した情報

発信を行っていく必要があります。 

そのためには、例えば、取組①として、動画コンテンツによるシティプロモーシ

ョンが考えられます。町田市を訪れたらこんな体験ができる、町田市で暮らしたら

こんなライフスタイルになるなどをイメージすることができる動画コンテンツを分

野ごとに作成し、情報を発信していきます。 

他市の事例では、山形県米沢市において、学生、市民、市役所が協働で魅力発信

動画を作成する米沢市動画課というＹｏｕＴｕｂｅチャンネルを 2020 年 11 月に開

設し、織物の紹介やグルメリポート等、市民と連携した情報発信を定期的に行って

２７

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【戦略】ブランディングの取り組み

■ 町田市における取り組み案（“いいことふくらむまちだ” シティプロモーション）

市役所の取り組み 市民の利便性

取組①
（動画コンテンツの配信）

町田市の暮らしをイメージすることができる動画コンテンツ
や町田市で活躍する市民の動画コンテンツを分野ごとに作
成していく。

「町田市を訪れたらこんな体験ができる」「町田市で暮らした
らこんなライフスタイルになる」等をイメージすることができ
る。

取組②
（まちの魅力の推奨）

市民が自ら価値を発信する「推奨」に着目し、サービスや商
品に大きな影響力を持つステークホルダーと連携していく。

市民や地域が自ら価値を発信することができ、シティプロ
モーションに参加することができる。

動画コンテンツによるシティプロモーション ４３万人のインフルエンサーによる
「まち魅力の推奨」

「町田市を訪れたらこんな体験ができる」「町田市で暮らしたらこんな
ライフスタイルになる」等をイメージすることができる動画コンテンツを
分野ごとに作成し、情報を発信していく。

市民や地域が自ら価値を発信する「推奨」に着目し、大きな影響力を
持つインフルエンサーによるまちの魅力発信を後押していく。

体験の共有がサービス・商品への
大きな影響力を持つ

推奨

価値を発信する

取組① 取組②

≪ 現状・課題 ≫
物質的な生活水準が高まるにつれて、消費のあり方がモノ消費からコト消費の傾向に変化するとともに、個人の発信力の影響が大きくなってきてい
る。そのため、体験を共有できるコンテンツの発信や、市民と連携した情報発信を行っていく必要がある。
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います。 

また、取組②として、４３万人のインフルエンサーによるまち魅力の推奨が考え

られます。ＳＮＳの普及によって、体験の共有がサービスや商品への大きな影響力

を持つようになってきています。そこで、市民一人ひとりがまちの魅力を発信でき

るよう、後押ししていきます。 

このように、デジタル社会における訴求力の高い取り組みにより、町田市のブラ

ンド力を高めていきます。 

ここでは、町田市での今後の取り組み案である「いいことふくらむアプリ」を説

明します。 

現状と課題ですが、市民ニーズが多様化・複雑化している中、利用者の属性や行

動情報に基づいたきめ細かい情報を届けていく必要があります。 

そのためには、例えば取組①として、複数の機能を持つアプリを統合することで、

属性情報を集約し、よりパーソナライズ化された情報を提供していくことが考えら

２８

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（４）行政経営における市民とのリレーションシップ～【戦略】ブランディング×コラボレーション

■ 町田市における取り組み案（いいことふくらむアプリ）

abc def ghi

jkl
mn
o

pqr

stu vwx
mach

i

1

3

• 属性情報の登録

• 閲覧履歴の提供

• 移動情報、位置情報の提供

• 相談・質問・意見等の発信

• アンケート調査の回答

• サービス情報等の発信

• 属性に応じた情報発信

• 相談・質問・意見等への回答

＜利用者＞ ＜町田市役所＞

複数の機能を持つアプリを統合す
ることで、属性情報を集約し、より
パーソナライズ化された情報を提
供していく

属性、閲覧履歴、位置情報等の
データを用いたセグメンテーション

利用者のニーズ、興味・関心、行動等の調査・分析

調査・分析に基づくサービスの企画・改善

市役所の取り組み 市民の利便性

取組①

（アプリを統合し、きめ
細かい情報を発信）

子育て情報アプリ、健康情報アプリ等の複数の機能を持つア
プリを提供し、利用者の属性や行動情報に基づいたきめ細い
情報を発信していく。

登録情報に応じた子育て、防災、医療・健康等の行政サービ
スを受け取ることができる。

取組②
（民間アプリとの連携）

民間企業と連携して行政情報の認知度を図り、市政への関
心を高めつつ、町田の魅力を発信していく。

登録情報に応じた行政サービスに加え、商品やクーポン等の
民間サービスを受け取ることができる。

取組①

民間企業と連携して行政情報の認知度を図り、市政への関心を高めつつ、町田の魅力を発信していく。取組②

≪ 現状・課題 ≫
市民ニーズが多様化・複雑化している中、利用者の属性や行動情報に基づいたきめ細かい情報を届けていく必要がある。
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れます。 

また、取組②として、民間アプリとの連携が考えられます。例えば、ＬＩＮＥ等

のメッセンジャーアプリを活用して行政情報を発信するなど、民間企業と連携して

市政への関心を高めつつ、町田市の魅力を発信していきます。 

このアプリの利用者は、登録情報に応じた行政サービスだけでなく、四季彩の杜

や薬師池等の観光情報や、さくらまつり等のイベント情報を得られるとともに、商

品やクーポンといった民間サービスを受けること等が考えられます。 

他市の事例としては、千葉市で市民の年齢や家族構成に応じて使える制度を個別

に案内する「あなたが使える制度お知らせサービス（略称：ＦＯＲ ＹＯＵ）」を

２０２１年１月から開始しています。 

市民に寄り添って有益な情報を届けるオンラインのリマインドサービスで、各制

度の受給対象となる可能性のある方に対し、ＬＩＮＥのメッセージにより個別にお

知らせすることで、受給漏れの防止を図るサービスです。 

このように、アプリ利用者が登録した属性情報や行動情報を分析し、パーソナラ

イズ化された情報を提供していくとともに、まちの魅力を発信していきます。 
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５ 公的認証と対人サービス 

 公的認証においては、徹底的にデジタル化を進めることで、市民の利便性と市役

所の生産性向上につなげていきます。 

 公的認証では、例えば、住民登録・課税証明業務、介護保険の認定・調査業務、

建築確認・道路占用許可業務等の取り組みが挙げられます。 

 このような取り組みを進めていく上では、信頼性を証明するものであること、閉

庁時間であっても手続が可能であること、窓口に並ばすに手続が可能であること、

同じようなことを二度説明したり、申請しなくてすむことなどの視点が大切になり

ます。  

 また、デジタル活用における主なボトルネックとしては、法令上の制約があるこ

と、組織間でデータ連携がなされていないこと、そして、自治体の情報システムに

おいては、国が推進した自治体の３層の対策により、内部ネットワークがインター

ネット接続系、ＬＧＷＡＮ 接続系、マイナンバー利用事務系の３つのセグメントに

分割されていることなどが考えられます。 

２９

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（５）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【事業】公的認証

基礎自治体の根幹的な役割である「公的認証」については、個人のアイデンティティに対して、市役所が公的に信頼性を付与してい

くことで、市民生活を支えていく業務のこと。

「住所変更」「相続手続き」「不動産登記」

「賃貸契約」「就職」等、市民が経済活動を

行う場面で、公的な証明を発行する業務。

建物が建築基準法の規定を満たしている

か確認し、公的な証明を発行する業務。

道路を通行目的以外で使用したり、モノを

設置するような場面で、公的な証明を発

行する業務。

■ 市民から求められること

■ 公的認証とは

■ 今後の展開

○信頼性を証明するものであること ○閉庁時間であっても手続きが可能であること

○窓口に並ばすに手続きが可能であること ○同じようなことを二度説明したり、申請しなくてすむこと

この分野は、速やか且つ確実にサービス対象として認定する業務であるため、徹底的にデジタル化を進め、時間や場所の制約を受けることな

く申請できるようにする等、市民の利便性と市役所の生産性の向上につなげていく。今後は、データベースを整理し、情報を連携していくことで

ワンスオンリー化（一度提出した情報は再提出を不要とする原則）を進め、市民視点のサービスを展開していく必要がある。

要介護認定を受けた方が必要なサービス

を受けるために、公的な証明を発行する

業務。審査過程においては、調査員が被

保険者本人等と対面し、聞き取り調査を

行う業務。

住民登録・課税証明業務 介護保険の認定・調査業務 建築確認・道路占用許可業務

○法令上の制約がある（対面主義、データ連携、個人情報等） ○組織間でデータ連携がなされていない

○自治体システムの３層構造（インターネット接続系、LGWAN接続系、マイナンバー利用事務系）

■ デジタル活用における主なボトルネック
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 今後の展開としては、徹底的にデジタル化を進め、時間や場所の制約を受けるこ

となく申請できるようにするなど、市民の利便性と市役所の生産性の向上につなげ

ていくとともに、ワンスオンリー化を進め、市民視点のサービスを展開していく必

要があります。 

 

 デジタル先進国である東ヨーロッパのエストニア共和国では、省庁や行政機関の

データベースを連携させるために開発された、都市オペレーションシステムである

「Ｘ-Ｒｏａｄ」が２００１年から導入され、地方公共団体が行う公的認証等につい

て、電子化推進が図られています。 

このように、行政データと民間データを組み合わせた官民連携プラットフォーム

である都市オペレーションシステムをつくっていくことが期待されます。 

このようなネットワークが形成されると、例えば、引っ越しに伴う住所変更等の

手続のワンストップ化が実現するかもしれません。図で示していますが、不動産取

引の情報に基づき、住民票、電気、水道、ガスの変更手続を同時に行うことができ、

■連携ネットワークを活用した展開事例 ～ 引っ越しに伴う住所変更等の手続きのワンストップ化 ～

■エストニア政府におけるデジタル化の推進方針 出典：「e-Estonia guide」より抜粋・編集

３０

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（５）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【事業】公的認証サービスの展開例

エストニアでは、15歳以上の国民に対して電子 ID カードの所有が義務付

けられており、国民は電子 ID を利用しX-Roadにより連携されているポータ

ルサイトからログインすることで、納税、選挙、教育、健康保険、警察業務

等のオンラインサービスを利用することができる。

そのため、一度自分の情報を提出すれば、他の機関に同じ情報を提出す

る必要がない「ワンスオンリー」が浸透しており、オンラインサービスの利便

性が高い。この「X-Road」により、行政サービスや民間サービスに関する情

報をインターネット上で交換することが可能となるため、本人確認、税関係

の申請手続き、電子投票といった地方公共団体が行う公的認証等につい

て、効率的な電子化推進が図られている。

■ デジタル先進国家エストニアを支えるデジタルの仕組み「X-Road」

■エストニアにおける行政サービス電子化の構造 出典：総務省「平成２７年度版情報通信白書」より抜粋・編集

分散化 相互連携
データの
完全性

オープンプラット
フォーム

ノーレガシー
ワンス
オンリー

透明性

不動産取引の情報に基づき、「住民票」「電

気」「水道」「ガス」の変更手続きを同時に行

うことができる。

不動産取引 市役所

電力会社

ガス会社

水道局

住居関係

納税関係

社会保障関係

１回の手続きで
引っ越し手続き
が完了！！
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１回で引っ越し手続が完了します。 

対人サービスでは、例えば、小・中学校におけるタブレット端末の活用、市民通

報アプリ“まちピカ町田くん”、出産・子育てしっかりサポート事業“ゆりかご・

まちだ”等の取り組みが挙げられます。 

 このような取り組みを進めていく上では、必要なときに必要なサービスが受けら

れること、複数のサービスの中から最適なサービスを選択できること、個に応じた

きめ細かいサービスが受けられること、利用して満足が得られるサービスが受けら

れることなどの視点が大切になります。  

また、デジタル活用における主なボトルネックとしては、法令上の制約がある、

組織間でデータ連携がなされていない、各家庭の通信環境が整っていないなどが考

えられます。 

今後の展開としては、一人ひとりの状況や特性に応じた個別最適化されたサービ

スを提供していくとともに、利用者がデジタルとアナログの違いを認識することな

く質の高いサービスを受けられるようにしていく必要があります。 

道路や公園施設等の不具合や生き物発

見レポートを、スマホカメラとGPS機能を活

用して市民が手軽に通報できることより、

効果的な維持管理を行っている。

全ての児童・生徒が、１人１台使用できる

タブレット端末を整備し、緊急時において

もオンライン学習等を通じて学びの機会を

確保できるよう、学校教育の充実を図って

いる。

■ 市民から求められること

■ 今後の展開

○必要なときに、必要なサービスが受けられること ○複数のサービスの中から最適なサービスを選択できること

○個に応じたきめこまかいサービスが受けられること ○利用して満足が得られるサービスが受けられること

この分野は、プラットフォーム等を活用し、対話を通じて市民の本質的なニーズを捉えて課題を解決していく必要があるため、人と人を介した営

みに意義を見出すプロセスに留意し、市民視点に基づいたデジタル化を進め、一人ひとりの状況や特性に応じた個別最適化されたサービスを

提供していく必要がある。今後、対面での価値をより高めていくとともに、ＩｏＴの導入、AIによる分析等といったデジタル技術を活用し、利用者が

デジタルとアナログの違いを認識することなく質の高いサービスを受けられるようにしていく。

３１

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（５）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【事業】対人サービス

市役所の「対人サービス」とは、住民にとって一番身近な行政として、市民のニーズに対して、市役所が公的サービスにより市民生活

を支援していく業務のこと。

■ 対人サービスとは

小・中学校における
タブレット端末の活用

市民通報アプリ
「まちピカ町田くん」

○法令上の制約がある（データ連携、個人情報等） ○組織間でデータ連携がなされていない

○大容量通信環境が社会インフラとして整っていない

■ デジタル活用における主なボトルネック

市民が安心して出産を迎え、子育てが楽

しくできるよう、妊婦の方に対して、保健師

等が面接により、体調や産後の子育て環

境等に関する相談支援を行っている。

出産・子育てしっかりサポート事業
「ゆりかご・まちだ」
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対人サービスの展開例を説明します。小・中学校教育においても、１人１台のタ

ブレット端末を配付し、デジタルを活用した教育環境が整備されます。これにより、

質の高い一斉指導による学び、一人ひとりの能力や特性に応じた学び、リモートを

活用した交流や多くの疑似体験による学びが実現されます。 

学校での授業は、それぞれの学習スタイルの組み合わされた学びの場として展開

され、子どもたち同士が学び合い、教え合う協働的な学びが実現します。そして、

これに伴い、教員には、一人ひとりの能力や特性に応じた学習支援の指導力と、協

働学習を支える指導力が求められることが予想されます。 

このように、デジタルとアナログを効果的に組み合わせることにより、これまで

以上に学校教育の質を高めていくことが可能となります。 

  

３２

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（５）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【事業】対人サービスの展開例

■ 小・中学校教育におけるデジタル技術の活用

■１人１台端末の環境における学習スタイルとその効果

一斉学習 個別学習 体験学習

人数の制約がなくなり、質の高い
一斉指導による学びが実現

習得状況がデータ化され、一人ひとり
の能力や特性に応じた学びが実現

リモートを活用した交流や
多くの疑似体験による学びが実現

学校の授業は、それぞれの学習スタイルが組み合わされた学びの場として展開される。
これにより、子どもたち同士が教えあい学びあう機会が生まれ、協働的な学びが実現する。

これからの教員は、一人ひとりの能力や特性に応じた学習支援の指導力と
子どもたち同士が教えあい学びあう協働学習を支える指導力が求められていくことが予想される。

出典：川崎市「ICTを活用した今後の学校教育のあり方について」より抜粋・編集
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６ デジタル技術とデータベース 

 

町田市における取り組み案である「データベースの活用」を説明します。 

まず、申請や決済等から得られたデータや、各課で保存されている台帳データ、

個別データ等をまとめ、データベースとして一元化していきます。 

これらを活用し、各課における業務推進やエビデンスベースドポリシーメイキン

グといわれるデータや根拠に基づく政策立案、いわゆるＥＢＰＭなどに活用してい

きます。 

そして、データを抽象化することで公開可能データに変換し、公的な情報資産を

地域の多様な主体と共有していきます。 

さらには、ＮＴＴデータから説明がありました情報銀行のような行政データと民

間データを組み合わせた官民連携のプラットフォームをつくり、イノベーションの

発展につなげていきます。このような官民のリレーションシップにより、新たな価

値を創出していきます。  

３３

第２部 市民とのリレーションシップにおけるデジタルの活用
（６）行政経営における市民とのリレーションシップ ～【基盤】テータベースの取り組み

■ 町田市における取り組み案（データベースの活用）

まちだ共創ラボ

データベース

情報の集約

情報の活用

申請や決済等から得られたデータ
台帳・個別データファイル等

市役所組織（プラットフォーマー）多様な主体

住民 企業、ＮＰＯ等

大学等 他自治体等

データの
公開

データの
提供

蓄積されたデータをＡＩ等により分
析し、業務推進やＥＢＰＭに活用

市役所の取り組み 市民の利便性

ＳＴＥＰ①
（データの一元化）

申請・決済等のデータや各課で保存されている台帳データ、
個別データを、データベースとして一元化していく。

－

ＳＴＥＰ②
（ＥＢＰＭ等への活用）

データベースを活用し、各課における生産性の高い業務推
進と、マーケティング活動や政策決定を行っていく。

－

ＳＴＥＰ③
（オープンデータ化）

データを抽象化することで、公開可能データに変換し、公的
な情報資産を地域の多様な主体と共有していく。

調査・研究等の社会経済活動にデータを活用することができ
る。

ＳＴＥＰ④
（官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）

行政データと民間データを組み合わせた官民連携のプラット
フォームをつくり、イノベーションの発展につなげていく。

官民連携のプラットフォームにより、より多くの情報を活用す
ることができ、新たな価値を創出することができる。
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７ 組織づくりと人材育成 

強固なリレーションシップを構築するための組織づくりについて説明します。 

 デジタルを活用した市民とのリレーションシップを構築するため、デジタル化の

活用の目的を明確にした上で、その目的を達成するための組織づくりや業務展開を

行います。 

 はじめに、「市民目線のマネジメント」ですが、調査・分析に基づく企画立案を

事業の所管部署が自ら行い、市民ニーズに応えたサービスデザインをデマンドサイ

ドで設計していきます。 

 続いて、「プラットフォーマー機能の発揮」ですが、デジタル技術を活用し、多

様な主体をつなげていくプラットフォーマーの役割を果たしていきます。 

 続いて、「庁内データベースの構築」ですが、市民とのリレーションシップによ

り得られた情報をデータベース化し、誰もが使いやすい形に整理し、地域に還元し

ていきます。 

３４

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（７）行政経営における市民とのリレーションシップ ～ 組織づくり・人材育成

部署間の連携強化

分野横断的な地域課題を効果的に

解決していくために、プロジェクトチー

ムをつくり業務を推進していく等、部

署間の連携を強化していく。

人的資源の最適配分

公的認証を徹底的に電子化すること

により、人員を調査・企画や対人サー

ビスといった業務へ配分する等、職

員は人にしかできない仕事に注力し

ていく。

市民目線のマネジメント

調査方法の選定、調査の実施、調査

結果とデータ分析に基づく企画立案

を事業の所管部署が自ら行い、市民

ニーズに応えたサービスデザインを

デマンドサイドで設計していく。

プラットフォーマ―機能の発揮

デジタル技術を活用し、市民、大学、

ＮＰＯ、企業等をマッチングによって

つなげ、創発を促し、プラットフォーマ

―の役割を果たしていく。

庁内データベースの構築

市民とのリレーションシップにより得

られた情報をデジタルで蓄積し、庁内

でデータベース化するとともに、誰も

が使いやすい形に整理し、地域に還

元していく。

アジャイル型組織への転換

組織をフラットなチームの集合体と捉

え、権限を分散することで、現場のス

テークホルダーとともに戦略・プロセ

スを形成し、迅速な課題解決を図っ

ていく。

■ 強固なリレーションシップを構築するための組織づくり

デジタル化の活用の目的を明確にしたうえで、その目的を達成するための組織づくりや業務展開を行い、市民との

リレーションシップを促進する組織を構築していく。そのため、これまでデータ化されていなかった情報についても

データ化し、予測・分析に基づく意思決定を行うデータドリブン経営を実践していく等、仕事のあり方そのものを見

直していく。
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 続いて、「アジャイル型組織への転換」ですが、組織をフラットなチームの集合

体として捉え、権限を分散することで、現場のステークホルダーとともに戦略・プ

ロセスを形成し、迅速な課題解決を図っていくアジャイル型組織へ転換していきま

す。 

 続いて、「部署間の連携強化」ですが、分野横断的な地域課題を効果的に解決し

ていくために、プロジェクト型業務を推進していくなど、部署間の連携を強化して

いきます。 

 最後に、「人的資源の最適配分」ですが、公的認証を徹底的に電子化することに

より、人員を調査・企画や対人サービスといった業務へ配分するなど、職員は人に

しかできない仕事に注力していきます。 

 このような組織づくりを進め、市民とのリレーションシップを構築していきます。 

 

強固なリレーションシップを構築するための人材育成について説明します。 

はじめに、「市民からの信頼獲得」ですが、常に業務の目的に立ち返り、市民視

３５

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（７）行政経営における市民とのリレーションシップ ～ 組織づくり・人材育成

情報リテラシーの向上

デジタルを効果的に活用した市民と

のリレーションシップを進めていくた

め、ＩｏＴデバイス活用、ＳＮＳ活用、

データ分析等の方法を、職員が自ら

学習し、業務の中で実践していく。

デザイン思考の実践

共感・問題定義・創造・プロトタイプ・

テストという５つのプロセスを通じ、

市民とともに、本質的なニーズを考え

ながら新たなサービスを生み出して

いく。

チェンジリーダーの育成

ビジョンやコンセプトを相手にストー

リーとして伝えることで、ステークホル

ダーと共感し、変化を機会として捉え

共創を推進していくチェンジリーダー

を育成していく。

日々進展するデジタル技術を自ら学び習得していく職員を育成するとともに、職員の改革・改善意識を醸成し、現

場起点での新たなサービスを企画・立案していく。

企画力・共感力の向上

ホスピタリティや対話を大切にした市

民との関わりの中で、これまでにない

サービスを生み出していくことができ

るよう、職員の企画力や共感力を向

上していく。

市民からの信頼獲得

常に業務の目的に立ち返り、市民視

点で問題意識をもって取り組むととも

に、クイックレスポンスを実践していく

ことで、市民から信頼される職員を育

成していく。

■ 強固なリレーションシップを構築するための人材育成

新たな視点や知識の探求

多様な人材や知識を結び付けていく

ため、自身が担当している領域に対

する知見を深めていく。また、日頃か

ら多様な人々との深い関わりを持つ

ことで、幅広い知識を身に付けていく。
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点で問題意識を持って取り組むとともに、クイックレスポンスを実践していくこと

で、市民から信頼される職員を育成していきます。 

続いて、「企画力・共感力の向上」ですが、ホスピタリティや対話を大切にした

市民との関わりの中で、これまでにないサービスを生み出していくことができるよ

う、職員の企画力や共感力を向上させていきます。 

 続いて、「デザイン思考の実践」ですが、共感・問題定義・創造・プロトタイ

プ・テストという５つのプロセスを通じ、市民とともに、本質的なニーズを考えな

がら新たなサービスを生み出していくデザイン思考を実践していきます。 

 続いて、「新たな視点や知識の探求」ですが、多様な人材や知識を結び付けてい

くため、自身が担当している領域に対する知見を深めていくとともに、日頃から多

様な人々との深い関わりを持つことで、幅広い知識を身に付けていきます。 

続いて、「チェンジリーダーの育成」ですが、ビジョンやコンセプトを相手にス

トーリーとして伝えることで、ステークホルダーと共感し、変化を機会として捉え、

共創を推進していくチェンジリーダーを育成していきます。 

最後に、「情報リテラシーの向上」ですが、デジタルを効果的に活用した市民と

のリレーションシップを進めていくため、ＩｏＴデバイスやＳＮＳの活用、データ

分析等の方法を職員が自ら学習し、業務の中で実践していきます。 

このように、日々進展するデジタル技術を自ら学び習得していく職員を育成する

とともに、職員の改革・改善意識を醸成し、現場起点での新たなサービスを企画・

立案していきます 
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町田市での今後の取り組み案である「まちだ共創室の設置と共創を実践する人材

育成」を説明します。 

 はじめに、組織づくりにおいては、つながりを創るまちだ共創室の設置が考えら

れます。多様な主体と担当課をつなぐことで、アジャイル型による共創プロジェク

トを実践します。また、庁内データベースを活用し、分野横断的な調査・企画・調

整を行っていきます。 

 続いて、人づくりにおいては、クリエイティブな企画力の発揮と、ホスピタリテ

ィの高い仕事へのシフトが考えられます。職員はデジタル技術では対応できない仕

事に注力するとともに、調査や企画業務に従事する時間を確保し、幅広い分野にお

ける知識を身に付けていきます。 

 

  

３６

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（７）行政経営における市民とのリレーションシップ ～ 組織づくり・人材育成

■ 町田市における取り組み案（まちだ共創室の設置と共創を実践する人材育成）

 庁内プラットフォーム

 企画情報の集約

 組織の連携窓口

 各課の事業支援（連携・

連動・伴走）

データベース

地域住民

企業、ＮＰＯ等

大学等

連携・共有による
プロジェクト型業務

情報等の活用・デー
タベース化情報等の活用・

データベース化

共創プロジェクト
の実践

まちだ共創室

部総務担当 各課

各分野の

調査・企画
サービスの展開

他自治体等

＜多様な主体 ＞ ＜ 市役所組織 ＞

デジタルを活用した
人やモノ、アイディア
等のマッチング

まちだ共創ラボ

外部人材

（企業、ＮＰＯ、他自治体等）

“つながり”を創る「まちだ共創室」の設置 クリエイティブな企画力の発揮
ホスピタリティの高い仕事へのシフト

取組① 取組②

多様な主体と担当課をつなぐことで、アジャイル型による共創プロ

ジェクトを実践するとともに、庁内データベースを活用し、各部の調

査・企画担当と連携し、分野横断的な調査・企画・調整を行っていく。

職員はデジタル技術では対応できない仕事に注力し、ホスピタリティ

や対話を大切にした関わりで地域との共創を実践していく。

調査や企画業務に従事する時間を確保し、担当領域に対する知見

を深めていくとともに、幅広い分野における知識を身に付けていく。

急速に多様化・複雑化していく市民ニーズや行政課題に対応していく

ためには、町田市だけでなく多様な主体との連携が必要である。

企画立案や共感・おもいやり等、ＡＩ等のデジタル技術では担えない仕

事に対する価値が高まってきた。
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８ 市民とのリレーションシップに基づいた今後の行政経営のあり方 

市民とのリレーションシップに基づく今後の行政経営のあり方について説明しま

す。ここでは、これまで説明してきた戦略、事業、基盤の内容をまとめました。 

 まず、コラボレーション・ブランディングですが、プラットフォーマーとして多

様な主体やそのアイディアをつなげていくとともに、市民や地域が自らの価値を発

信する推奨に着目し、市民とともにプロデュースすることで、まちの魅力を高めて

いきます。 

 このことにより、市民とのリレーションシップを充実させ「相互理解に基づく共

創」を実践していきます。 

 続いて、公的認証・対人サービスですが、市民視点に基づいた徹底的なデジタル

化を進め、市民の利便性と市役所の生産性の向上につなげていきます。 

 このことにより、職員は人にしかできない仕事に注力し、「サービスデザイン改

革」を実践していきます。 

３７

第２部 デジタルを活用した市民とのリレーションシップ
（８）市民とのリレーションシップに基づいた今後の行政経営のあり方

■ デジタルを活用した市民とのリレーションシップに基づく行政経営のあり方

デジタル化という“手段”を用いて、組織と組織、政策と政策、人と人、アイディアとアイディア等を効果的につなげ、

市民とのリレーションシップを充実させていくことにより、時代に即したサービスデザインを構築し、未来につなげる

イノベーティブな行政経営を実践していく。

≪ 事業 ≫ 公的認証・対人サービス

市民視点に基づいたデジタル化

を進め、一人ひとりの状況や特

性に応じたサービスを提供して

いく。

公的認証の徹底的なデジタル化

を進め、市民の利便性と市役所

の生産性の向上につなげていく。

職員は人にしかできない仕事に注力し、

「サービスデザイン改革」を実践していく。

≪ 戦略 ≫ コラボレーション・ブランディング

市民や地域が自ら価値を発信

する「推奨」に着目し、市民ととも

にプロデュースすることで、まち

の魅力を高めていく。

多様な主体やそのアイディアを

つなげ、新たな価値を創出して

いくプラットフォーマーとしての役

割を果たしていく。

市民とのリレーションシップを充実させ

「相互理解に基づく共創」を実践していく。

≪ 基盤 ≫ デジタル技術 ・ データベース

デジタル技術を活用し、地域が

抱える課題を解決するアイディ

アと、その作り手をマッチングさ

せていく。

ＳＮＳ等を活用し、時間や場所の

制約を受けずにつながり続け、

リアルタイムでコミュニケーショ

ンを図っていく。

データに基づく意思決定の組織

的なクイックレスポンスを実践し、

質の高いサービスを提供してい

く。

調査の実践により、データを収

集・分析し、現場起点で質の高

いサービスを企画・立案していく。

データの収集・分析により、市民ニーズを反映した

「データドリブン経営」を実践していく。

デジタル技術の活用により、

「市民とのつながりをより強固にする経営」を実践していく。
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 続いて、デジタル技術・データベースですが、デジタル技術を活用し、市民との

つながりをより強固にするとともに、データの収集・分析をすることで、的確かつ

迅速な意思決定を行い、サービスの最適化を図っていく「データドリブン経営」を

実践していきます。 

 戦略・事業の推進においては、基盤であるデジタル技術やデータベースを掛け合

わせていくことで、相乗効果を生み出していきます。 

 このように、デジタル化という“手段”を用いて、様々なものをより効果的につ

なげ、市民とのリレーションシップを充実させていくことにより、イノベーティブ

な行政経営を実践していきます。 
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【 政策経営部長 】 

 事務局の説明の中でも出てきましたが、町田市では「まちだ○ごと大作戦」を進

めています。市民の方が自らやってみたいこと、そういう夢の実現に向けて、色々

な人を結び付けています。 

夢に向けて、色々な人が同じ情報を持つことが重要であり、実際につながるとい

うのは、そういうことなのだと思っています。地域の団体や企業、そして行政が実

際に交流をしながらつながるという関係性が、これまでのリレーションシップかな

と思っています。 

一方で、社会全体がこれまで以上に情報通信技術を活用するようになり、子ども

たちはオンライン授業、お父さんはリモートワークといった状態が当たり前になっ

てくると思います。 会ったこともない未知の相手とネットを介してつながることも

可能です。もちろん、信用するかしないかは別としてですが。 

ＩＴ機器を活用することで、大量の情報を共有できるコミュニケーションが可能

になるわけで、その手段はどんどん増えているように思います。「まちだ○ごと大

作戦」のように、行政がいわゆるプラットフォーマーとして地域と関わっていくこ

とを考えたとき、１つは、積極的にオンラインコミュニティをつくれるか、そうい

う能力が私たち職員に求められてくるのかなと感じています。 

もう１つは、今後のデジタル技術を活用すれば、時間的な距離や空間的な距離が

なくなって、瞬時に様々な情報を共有できる。すごく便利になると思うのですが、

何と言って良いかよく分からないのですけれども、「便利だけど、ありがたくない」

になりそうな気がしています。 

デジタルなコミュニケーションが当たり前になればなるほど、直接顔の見える関

係が重要になると思います。デジタル社会においても市民とのリレーションシップ

 デジタルなコミュニケーションが当たり前になればなるほど、直接顔の見え

る関係が重要になる。デジタル社会においても市民とのリレーションシップ

をより良いものにしていくことは非常に重要であるが、基本はやはり職員が

積極的に地域に出ていくことが大切である。 
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をより良いものにしていくことは非常に重要ですが、基本はやはり積極的に地域に

出ていくことなのかなと感じています。 
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【 佐藤専門委員 】 

デジタル化の推進において大きく変わるであろうということは、今回パワーポイ

ントの資料にもありましたが、公的認証と対人サービスだと思います。 

これは日本の地方分権のあり方にも関わってくる話だと思います。つまり、これ

まで国と地方の関係というのは、国が政策を決めて地方がその政策を実行する。公

的認証は多分その典型例だったと思います。但し、マイナンバー等が活用されるよ

うになれば、むしろ国が公的認証をやっても良いわけなので、逆に、このような仕

事というのは、政策の執行のところはもしかしたら国のほうが担っていくことにな

るかもしれません。 

一方、対人サービスについては、個別最適化という話がＮＴＴデータからもあり

ましたけれども、こういったものはきめ細かいサービスになりますから、むしろ自

治体が担っていかなければならないという形に役割が変わってくるのかなという気

 公的認証については、国が政策を決めて地方がその政策を実行する典型例

であり、マイナンバーの活用が進むとともに、国が主導的に担っていく可

能性がある。 

 対人サービスについては、きめ細かいサービスが求められるため、自治体

が担っていかなければならない。これに町田市を含めて地方自治体がどこ

までついていけるかということが、人材も含めて問われていく。 

 プッシュ型のサービス提供こそ個別最適化につながるものであるが、民間

企業と連携し、“普段づかい”をしてもらう工夫が必要である。 

 「まちだ共創ラボ」はあくまでも、市役所と多様な主体とをつなげるプラ

ットフォーマーとしての役割に徹することが肝要である。 

 デジタル化を推進するための原動力をどう確保するかが重要である。デジ

タル化はこのためにやるという強いメッセージがあって良い。 

 恐らく向こう５年間、どういう形でデジタル化を具体的に推進していくの

か。この具体化がこれから問われてくる。 
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がします。さて、これに町田市を含めて地方自治体がどこまでついていけるかとい

うことが、人材も含めて問われるのかなと思います。 

次に、事務局から説明がありました「いいことふくらむアプリ」については、プ

ッシュ型のサービス提供というのがあっていいと思います。各住民の特性に応じて

求める行政サービスが違いますので、それぞれに対してきめ細かいサービス情報を

提供する。これこそ個別最適化につながるものだと思います。 

但し、行政サービスばかり提供していても、誰も見ないかもしれないので“普段

づかい”をしてもらう工夫が必要です。 

このためには、まさに官民の連携が必要です。例えば、町田のお店情報とか、美

味しいレストラン情報とか、そういったものと組み合わせて、“普段づかい”をし

てもらうアプリにしていくというのが普及促進においては重要かと思います。そう

いう形を通じて、まさに官民の壁をある程度下げていけるということであれば、あ

る意味プラットフォーマーとしての自治体の役割にもつながるのかなと思います。

つまり、こういうアプリは住民と民間をつなげる起点にもなるのかなという気がし

ました。 

最後に、今回の議論としては、こうありたいという姿は分かるのですが、何年く

らいかけて実現していくという工程表もなければいけないと思います。工程表とい

うと、５年とか、１０年とか言いたくなりますが、多分１０年だとあまりにも長い

ので、恐らく向こう５年間、どういう形でデジタル化を具体的に推進していくのか。

この具体化がこれから問われるかと思います。 

そのときに重要なのは、事務局から説明のあった「まちだ共創ラボ」という新し

い組織です。この「まちだ共創ラボ」こそ、まさに庁内の中のプラットフォームで

あるべきです。ただし、共創ラボといっても、「デジタル化はこの部署が実施して

いくのね」と感じさせてしまうと、他の部署の人たちがデジタル化に対して他人事

になってしまうので、「まちだ共創ラボ」はあくまでも、市役所内の様々な組織と

市役所外の多様な主体をつなげていく、プラットフォーマーとしての役割に徹する

ことが肝要かと思います。 
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あと、デジタル化を進めていくためには、推進の原動力をどう確保するかだと思

います。デジタル化によって利便性が高まる、あるいは人手を減らすことができる

などといったメリットはありますが、「デジタル化はこのためにやるんだ」という、

もっと強いメッセージがあって良いと思います。 

本来、それが日本の場合は災害なのだと思います。災害のときに、どこの避難所

が開いているのか、避難物資はどこにあるのか、安全情報はどこで入手できるのか、

などといった点においてもデジタル化は非常に大切だと思います。実は、エストニ

アが、どうしてこんなにデジタルガバメントをやっているかというと、あれはどう

やらロシアから攻められたとき、逃げられるようにしたらしいです。 

つまり、自分たちが逃げても、国民の情報は全部市役所に置いてきてしまうこと

になるので、いつでも逃げられるように、あのような仕組みをつくっている安全保

障らしいです。今の状況は日本も人ごとではないですが、ただ逃げるためと考える

よりは、災害のためにこういうデジタル化を進めていくという、そんな議論や、視

点があっても良いのかなと思いました。 
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【 山本専門委員 】 

ＮＴＴデータの「情報銀行」などの試み、あるいはパーソナライゼーション、個

別最適化というのは、今まさしくＧＡＦＡなどもやっていて、我々も身近に感じつ

つあるところですが、個別最適化ということを行政サービスにおいてどのように見

ていけば良いのか考えなければなりません。 

個別最適化というのは、個々のニーズに応じて商品なりサービスを提供し、ベス

トバリューと言いましょうか、対価に対して一番良いサービスを、付加価値を高め

ることによって満足感を提供するということです。それは、それなりの負担に耐え

られるということを前提に、それなりのサービスを提供できるということです。逆

に言うと、サービスの提供もかなりフレキシブルにできる。あるいは、その負担に

ついても応ずることができるという暗黙の前提があると思っています。このような

ことが行政において成立するのかどうかよく考えていく必要があります。 

実はそれに関連することは、あとのブランディングにも関係してくることでもあ

るのですが、今回の資料で整理した公的認証においては、徹底的なデジタル化の促

進によって、標準的なサービスをいかに安くやっていくかということであり、これ

 個別最適化というのは、個々のニーズに応じて商品やサービスを提供し、対

価に対して一番良いサービスを使って、付加価値を高めることによって満足

感を提供するということである。 

 公的認証を効率化することにより、生み出された財源で、本当の意味の個別

最適化をしていくことが良いかどうか、よく考えていかなければならない。 

 完全な個別最適化ということであれば、例えば学校でいえば、能力別の学級

編成等をどうするのか、老人介護施設でいえば、介護の要認定度合いによっ

て施設が区分されているのかなどという問題になってくる。一定のサービス

の区分を分けることが、やはり必要になってくるであろう。 

 行政は民間と異なり、完全な個別最適化というよりも公的な分野として一定

の水準を保障していくという資源制約の中で、可能な限り個別最適化を図っ

ていくことが重要である。 
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は良いと思います。 

問題は、少し効率的によって生み出された財源で、本当の意味の個別最適化をや

っていくことが良いかどうかということです。 

実は教育の問題というのは非常にややこしいところがあって、教育における個別

最適化ということと公教育の問題というのを考えていった場合に、例えば、子ども

の視点で、理解が非常に優れた生徒・児童が、むしろ理解できなかった人を教える

ことによって、お互いに学び合って、教える側にとっても学力が向上し、教わるほ

うも、先生でなくて仲間から学ぶことによって非常に理解が深まるのだというのを、

よく教育学者がおっしゃいます。以前、私は教育学部にはいたのですが、政策分野

をやっていたので、精神論から言うと非常にそれは美しい世界で「そういうものか

な」という気がしていました。 

そうすると、むしろ公立学校のような多様な学力水準の人がいるほうが、トータ

ルとしては、学校レベル、あるいは学級レベルにおいては、全員を集めた場合の学

力の増分は大きくなるのだから、結果的に見れば費用対効果も良くなるのだという

のが、教育学者がよくおっしゃる論理です。 

でも、それが正しければ、例えば学校群制度で、東京都の場合の日比谷高校とか

都立西高校等が全体にばらついたときだって、別に東大が良いと決して私は思って

いませんが、東大進学者がそれほど減らなかったはずです。しかしながら、特別推

進等の指定をした途端に、また日比谷高校とかが復活しているというのは、どのよ

うに考えたら良いのか、ということにつながってきます。 

個別最適化とコラボレーションが両立するというのは、完全な個々の人の最適と

いうより、公的な分野として一定の水準を当然保障していくという市の資源制約の

中で、個別最適化を可能な限りやっていくことだろうと思います。 

これを無限にやっていくと、負担の問題というのと財源の問題というのが出てき

て、これがパブリックサービスと民間の私的な企業におけるサービスとの違いだろ

うと思っています。 

しかし、デジタル化によって非常にコスト削減をして生産性を上げて、その分野
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をよりヒューマンサービスなどに投入していって、全体的な底上げを民間事業者も

含めた協働で推進していく。これは非常に良いことなので、私も大賛成なのですが、

その場合に少し注意が必要なのは、完全な個別最適化ということであれば、例えば

学校でいえば、能力別な学級編成などをどうするのですか、という問題にもなって

いきますし、あるいは老人介護施設についても、なぜ介護の要認定度合いによって

施設が区分されているのかという問題になってくるわけですよね。 

そこは、まさしくマネジメントなのかもしれませんが、一定のサービスの区分を

分けることが、やはり必要になってくるだろうと思っています。 
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【 髙橋副市長 】 

今までのお話を聞いている中で、私は市民とのリレーションシップというところ

は幾つかに分けて考えていく必要があるのかなと感じました。 

事務局の資料に「小・中学校におけるタブレット端末の活用」がありますが、こ

の部分については、確かにデジタルをデフォルトと考えてというのは、これはすご

く入りやすい部分だと私は思っています。 

なぜかというと、子どもたち全員が機器を持ち、個別最適化された授業、先ほど

山本先生のほうからもお話がありましたけど、一定のサービス水準とか、それを抜

いた今度はアナログ的な、人間的な協議とか、話し合いとか、そういう「人と人の

つながり」というところも含めながら、デジタル技術をうまく活用していく。まず

こういうパターンが１つあると思っています。 

次に、事務局の資料にある「市民通報アプリ まちピカ町田くん」ですが、これ

はアプリですので、市民の方が自分で判断をし、自分でダウンロードをしていただ

きます。アプリを取得した方に通報が来て、サービス全体が市民に行き渡るような

サービスに代わるというパターンですね。あるいは、市民がアプリ等を取得して、

そこで自分が欲しい情報を得たり、行政との関わりを自分からつくっていく。それ

に必要な情報を行政が提供していくという形になると思います。 

もう１つが、事務局の資料にある「出産・子育てしっかりサポート事業 ゆりか

ご・まちだ」です。例えば、高齢者もそうなのですが、すぐにデジタルで対応でき

る人、できない人がどのくらいの割合でいるかとか、あるいはどのように対応して

いく必要があるのかということを、両方の側面からしっかり考えていかなければな

 市民とのリレーションシップは幾つかに分けて考えていく必要があるのかな

と感じている。 

 取り組むべき視点を幾つかに分けて市民サービスを考え、デジタル化を進め

ていくことで、さらに市民との信頼関係をしっかりつくっていかなければな

らない。 

 比較的入りやすい部門からしっかり検証しながら進めていく必要がある。 
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りません。そうしないと、サービスのバランスがとれなくなる可能性がある行政サ

ービスだと思います。ここの取り組みをどうするかということをしっかり考えなが

ら、１つずつ進めていく必要があります。１つ間違えた方向で入っていくと、市民

から信頼されなくなってしまう可能性がある事業だと思いますので、しっかり判断

して進めていく人材なり組織を、もう一度考えて作っていく必要があると思います。 

具体的にやろうとすると、まだ他にも視点があるかもしれませんが、取り組むべ

き視点を幾つかに分けて市民サービスを考え、デジタル化を進めていくことで、さ

らに市民との信頼関係をしっかりつくっていかなければなりません。 

行政の現場にいる立場としては、比較的入りやすい部門からしっかり検証しなが

ら進めていく取り組み方が必要なのかなと考えているところです。 
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【 岡本専門委員 】 

私からは「組織づくり・人材育成」に関連してですが、実はこのコロナ禍でも経

営品質の申請が地方協議会によってありまして、全国的には今のところ６社来てい

ます。昨年、ある地方協議会に１社から申請があって、それを見てがっくりきてし

まいましたのは、例えばＰＤＣＡという４つの言葉が何遍も出てきたり、それから

５Ｓなんていうのが出てきたり、要はまるっきり管理型の略語集なんですね。日本

は相変わらず管理教育ばかりやっています。 

事務局の資料に、管理ではなくて「チェンジリーダー」という言葉がありますが、

管理と変革は全く発想が違うので、変えていくためにどうするというアプローチと、

若干効率は考えるにしても、今やっている業務・作業を徹底していこうというのと

は、かなり考え方が違います。そこについて、なかなか変えられないで今までも来

ているので、これを１つの変革のきっかけにしていただきたいなと思っています。 

それと、「企画力・共感力」というのも、これもずっと申し上げていますが、企

画力を強化するというのは、実は調査力を身に付けなければなりません。 

調査力というのは、最近は「インサイト」などの横文字が盛んに言われています

が、「あれっ、これかな」とか、「こういうことじゃないの」などのように観察を

 管理と変革は全く発想が違う。変えていくためにどうするというアプローチ

と業務・作業を徹底していくことは考え方が大きく異なる。 

 企画力を強化するためには、調査力を身に付けなければならない。調査によ

って、「センスメイキング」つまり観察をしながら何か閃いてきたり、何回

も接触して見えてくるものがある。これは教育により身につけるものではな

く、自分で物を見て発想しなければいけないことである。 

 管理というのは上司から命令されてできるが、チェンジは自分でやろうと思

わないとできない。自分で率先してやっていくときに「あれを変え、これを

こう変えたい」と出てくる。 

 受け身型や丸暗記型の教育を変えていかなければならない。 
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しながら何か閃いてくることです。さらに、それを最近では「センスメイキング」

という言い方をしていますが、「理解」のアンダスタンドだとか、あるいは「気づ

き」のアウエアネスだとか、そういう言葉ではなくて、どうして「センスメイキン

グ」というかと言うと、一度に分かることじゃないからです。何遍も接触してみて、

だんだん見えてくるものがあります。 

よく日本の言い方で「腹に落ちる」というのは、すぐに腹に落ちるわけではない

んですよね。何回も接触してみて、何回も見てみて、だんだん腹に落ちていく。そ

ういうことを、これは教育というよりも、恐らく自分で物を発想しなければいけな

いことです。 

チェンジリーダーも同じです。管理というのは上司から命令されてできますが、

チェンジって自分でやろうと思わないとできないんですよね。命令によるチェンジ

はほとんど無理。気がつかないから。変えようとするのは、自分で率先してやって

いくときに、「あれを変え、これをこう変えたい」と出てくるわけですね。 

そういう教育の体系がどちらかというと受け身型で、丸暗記型の教育ではないも

のに変えていかなければならないというのを感じています。  
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【 石阪市長 】 

地方分権の行方というものがとても気になっています。 

地方政府と中央政府とがありますが、地方政府をここでは市町村に限らせていた

だきますが、市町村の仕事は、先ほど佐藤先生のお話がありましたとおり、基幹的

な事務については、平たく言うと国が統制をする事務だと思います。最近はやりま

せんが、機関委任事務というもので、機関として国の仕事をやりなさいよというこ

とが、課税についても、住民記録についても言えます。 

また、中間的な要素ですが、国民健康保険や介護保険、あるいは国保と一緒です

が後期高齢者、これは国が全体の財政力に従って調整交付金でコントロールしてい

るわけですね。これも多分、この仕事を機関として厚生労働省から請け負うという

仕事になりそうです。 

そうすると、国税庁や都税事務所、町田市では市民税課といった区分に意味がな

くなると思います。また、事務所という場所が必要かどうかについても、情報空間

に事務所があれば良いわけですから、机や事務所がなくても仕事ができるようにな

ると思っています。多分５年とか１０年の間に、そのように変わるはずであり、

「それじゃあ何が残るのよ」ということなります。 

今までは、地方分権と言っていましたが、この仕事は中央が分担するという意味

で、私は中央分担化と考えました。今後、分担して責任は負うけど、実際の仕事は

そっちでやってくれよみたいなことが、かなり出てくると思います。 

 市町村の仕事のうち、課税や住民記録等の基幹的な事務については国が統制

している事務である。そのため、このような事務については、多分５年から

１０年の間に「中央分担化」されてくると考えている。 

 様々なデータを収集・分析し、個別最適化していくことは、市町村がこれか

ら注力をしていく、あるいは開発投資をすべき分野である。 

 地方の仕事のやり方は、一本線で来た地方分権をやめ、一部を分権する、あ

るいは一部を中央に責任分担させるという物の考え方をした方が良い。 
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残るのは、先ほどから話題になっている個別最適化です。事務局のほうで調べた

資料に札幌市の児童虐待リスク検知というものがあります。子どもの虐待に関する

データは、健診ベースもありますし、生活保護の訪問もありますし、たくさんの職

員が色々な形で関わっています。もちろん歯科医師会の先生などの関わりもあると

思います。 

そういったデータを集めて、最も子どもの虐待につながる分析をしていこうとい

う取り組みを札幌市は既に始めているのですが、このような個別最適化業務につい

ては、市町村がこれから注力をしていく、あるいは開発投資をすべき分野なのでは

ないかと思います。 

なぜこのようなことを言っているかというと、例えば、４０歳で旦那も子どもも

元気な場合には、ニーズがないわけですから保健所はほとんど関与しませんよね。

ニーズがあるところは、高齢者であったり、病気がちの方であったり、子どもの育

て方が下手なお父さんと一緒に暮らしているお母さんなどであり、そういうところ

が保健所の仕事になります。 

先ほどの虐待のケースも含めて、もっとたくさんのエネルギーをかけてやるべき

だなと思います。つまり、地方の仕事のやり方というのは、一本線で来た地方分権

というのはもうやめてしまって、一部を分権する、一部は中央に責任を分担させる

という物の考え方をしたほうが良いと思います。 

これを首長が言うのが良いかどうか分かりませんが、何でもかんでも地方分権と

いうのは違うのではないか、という気が最近はしてきました。 
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【 佐藤専門委員 】 

デジタル化、デジタル化と言っていますけど、別にこれは手段であって目的では

ないので、ここを取り違えるとまた変なことになります。形だけのデジタル化で、

結果的に不便な仕組みができるということもよくある話です。 

それでは何をしたいのかと考えると、一言で言えば「つなげる」だと思います。

まさに組織と組織をつなげる。さっきの虐待ではありませんけれども、分断・分散

化されたデータをつなげて新しい発見をする。データとデータをつなげて、それを

個別最適化につなげる。あるいは、プラットフォーマーはそうですけれども、人と

人をつなげる。これは基本的にはデジタル化の大きなコントリビューションになる

のではないかと思います。 

そういう中において、これもあちこちで言っているのですが、官民という壁もな

くなっていくのではないかなと思います。地方分権の中で町田市は何をするのかと

いうと、町田という地域を経営するのが自治体の役割であって、単に行政サービス

を提供すれば良いというわけではないということになります。「町田市のプロモー

ション」というときに、別に市役所をプロモーションしているわけではなくて、町

田市というエリアをプロモーションしているわけであって、まちをプロモーション

 デジタル化は手段であって目的ではない。ここを取り違えるとまた変なこと

になりかねない。形だけのデジタル化で、結果的に不便な仕組みができると

いうこともよくある。 

 デジタル化により、何をしたいのかと考えると「つなげる」ことである。こ

れが基本的にはデジタル化の大きなコントリビューションになる。 

 地方分権の中で、町田という地域を経営していくのが自治体の役割である。

市役所をプロモーションしているわけではなくて、町田市というエリアをプ

ロモーションしているのである。そういう意味では、町田市役所は商社のよ

うな役割になってくるのではないか。 

 デジタル化が進まない理由の１つは無謬性である。デジタル化は新しい試み

なので、いろんな試行錯誤があって良い。 
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しているわけですから。そういう意味では、町田市役所は商社みたいな役割になっ

てくるのではないでしょうか。これも多様な主体をつなげればこそできることかな

という気がします。 

と言いながら、それがうまくいかない１つの理由として、今回のコロナでもよく

分かったのですが、例えば、国と地方の関係でいけば、基本的には通知行政であり、

国は地方に一方的に物を言っておしまい。それから、自治体は申請行政であり、住

民から何か言ってこないとやらないなんですよね。これがいけないと思います。 

デジタルですから本当は双方向的でなければなりません。まさに双方向でコミュ

ニケーションがとれるわけですから、本当は地方だって国に物を言うべきだし、逆

に自治体は住民にもっとプッシュ型でのアプローチがあって良いと思います。なの

で、そこは少し発想の転換が必要なのかなと。コロナが思いがけずこの問題点を露

呈しているのだと思います。 

私は冒頭にセキュリティの話をしましたけれども、なかなかデジタル化が進まな

いもう１つの理由は無謬性です。デジタル化は新しい試みなので、色んな試行錯誤

があって良いと思います。「失敗してはいけない」ではなく、「あれをやっちゃっ

たけど失敗でした」というのは、もちろん許容して良いと思います。 

情報の流出も含めて、できるだけ間違えないようにやろうとすると、かえって何

もしないほうに話がいってしまうと思いますので、試行錯誤というのが許容される

ようにならないと、デジタル化を含めた新しい試みというのはなかなか広がってい

かないのかなと思います。 

町田市は、色々な意味でアドバンテージがあると思います。元々、公会計におい

て、ある意味トップランナーでいらっしゃいますし、比較的組織というのが、人と

モノと金をつなげやすい組織になっていると思います。それであれば、これに情報

をつなげれば、天下無双とまでは言いませんが、結構トップランナーになれると思

います。 

これまでの努力だと思いますが、町田市はデジタル化を進めるそれなりの素養は

あると思いますので、ぜひ積極的に進めていただければと思います。 
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【 山本専門委員 】 

基本的に、市民とのリレーションシップによってブランディングを高めて経営し

ていく、それには当然デジタル化を活用していくというのは、私は大賛成で推進し

ていただきたいと思うのですが、そのロジックをもう少し整理すると、多分こうい

うことになると思います。 

市役所と市民の方とか、あるいは町田の関係する企業との協働によって良い業績

が出てくる。それによって当然市民の満足度が高まり、公共的な価値も、バリュー

も、先生がおっしゃるような公共的な価値も高まる。それが町田に住んでいる人や

関係する人の町田に住むこと自身のブランディングと言いますか誇りになり、１つ

のディクテーションと言いましょうか、そういう誇りが生まれてくるということだ

と思います。 

誇りに思えるということは、なるべく多くの市民が町田に対して愛着なり、誇り

を持っていただかないといけません。  

そうすると、ハンディキャップなり、恵まれない方に対して、行政が手厚いサー

ビスや、個別最適化を進めていくということは、全体の人口的にいえばかなり限ら

 市民等との協働により、満足度が高まり、公共的な価値も高まることが期

待される。それがブランディングや誇りにつながるため、なるべく多くの

市民に町田に対する愛着や誇りを持ってもらう必要がある。 

 一方で、行政が個別最適化を進めていくことは、限られた方を対象として

いくこととなるため、その理解を得ることがこれからの課題である。 

 市職員は、パーマネントな職員を少なくし、労働時間の何分の１かは町田

市の行政に奉仕する、あるいは若干の賃金をもらって働くという人の２層

構造とし、エキスパートな短時間の職員で成り立つようにしていくべきで

ある。 

 セキュリティやプライバシーについては、行政は誤りがゼロであるという

考え方は全くおかしいと思うが、これは信頼性に関わる問題なので、間違

いの率は民間よりは少し低くしなければいけない。 
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れた方を対象としていくこととなるので、そこをどうやって誇りということに、代

償ということに変えていただくか。その理解を得ることがこれからの課題だろうと

思います。 

ただ同時に、そのギャップが埋まれば、これは逆に言うと、潜在的な市民になり

たいという方に対してもアピールすることができて、それによって町田に対する定

住なり、企業進出ということにつながってきますから、これは協働がよくなる。 

同時に、職員の方についても、町田で働いている、町田市役所に勤めているとい

うことが一種の誇りになりますから、やる気が出てくるということで、これは非常

に好循環になると思います。 

人材的な考え方から言えば、私は多分賛同は得られないと思いますが、町田の職

員というのは、確かにパーマネントな職員の人はもっと少なくてよくて、これから

はトータルな労働時間のうちの何分の１かは町田市の行政に奉仕する、あるいは若

干の賃金をもらって働いていくという人の２層構造ぐらいで成り立って、エキスパ

ートな短時間の職員、いわゆる今の会計年度任用職員と違った格好のエキスパート

な人の集団から成り立つようなことをしないと、いわゆる人口減少なり財政制約の

中ではうまくいかないのではないかと考えます。 

最終的に、佐藤先生がおっしゃったようなセキュリティやプライバシーの問題を

どうするかというのはありますが、私も行政は誤りがゼロであるという考え方は全

くおかしいと思います。ただし、間違いの率は民間よりは少し低くしなければいけ

ないと思います。これは信頼性に関わる問題なので、ここをどうすれば良いかもう

少し議論したいと思っています。 
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【 岡本専門委員 】 

リレーションシップの話を最後に私から触れさせていただきます。もともと民間

企業では顧客管理といいまして、幾ら売ったかという売上高管理でした。それでは

だめだろうということで、お客様との関係そのものを管理するという発展を遂げて

います。 

例えば、アメリカの大型百貨店チェーンのノードストロームはサービスで有名な

会社なのですが、最初は、素敵なサービスとしてお客様から認識される。次の段階

からは、称賛されるサービス。３番目になると、神話化されたサービス。４番目に

なると、いよいよ伝説のサービス。そういう段階を踏んでお客様とのリレーション

を構築しています。 

人間関係で言うと、例えば、人間関係がほとんどない状態を「自閉」。表面的な

人間関係は「儀礼」。さらに、一応コミュニケーションそのもの、情報の行き来は

ある状態を「活動」と言います。さらに、ちょっとした冗談を言い合ったりすると

「社交」と言います。さらに、それよりもお互いの気持ちが分かっている、共感度

が高いのを「親密」と言います。 

例えば、関係においても「基本型」というのがあります。この「基本型」という

のは、一応何か文句があれば言ってくださいみたいな感じですね。受け身型という

のは、連絡をいつでもいただきますよという、どっちかというと「クレームをよこ

せ」という話です。今どき民間企業は「クレームをよこせ」と言っているのでは立

 ブランディングというからには、言語で説明をする必要がある。「何となく

ブランディング」ではなく、言語的説明ができるものを構築していかない

と、「いい感じ」みたいなものだけではなかなか徹底できない。 

 ブランディング戦略では、段階的な取り組みをしっかりと言葉に表すこと

で、市民との良好なリレーションシップを構築していくことが可能となる。 

 町田市役所単体をブランディングするわけではなくて、町田という街そのも

のを売るということである。ただ、街といっても、もっと具体的なものを掘

り下げて、言葉で説明をつけたブランディングをしていく必要がある。 
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ち行かなくなります。顧客の声を自分から取りに行かなくてはいけない時代です。

このような状態を「責任型」と言います。「責任型」というのは、顧客の声を取り

にいく。自分から「何か問題ありませんか」と聞きに行く。さらにその上が「積極

型」で、「こういうことをやろうと思います」「こうやって改めようと思います」

と、こういう提案を持っていく状態です。さらにその上が、いわゆる「卓越型」と

呼んでいるのですが、継続的に「次にこういうことをやりましょう」「これからこ

ういうのがいいですよね」と、こういう相談を相手とパートナーシップを持ってや

っていくような状態をいいます。 

ブランディングもそれと同じでありまして、アムツールという消費者の購買決定

プロセスを説明するモデルがあります。最初の段階はアウェアネス、つまり意識で

すよね。次の段階がメモリー、記憶。そして次がトライアル、つまり試用。トライ

アルの次がユース、本格的な使用ですね。最後がロイヤルユース、つまり固定的な

使用です。これは一例ですが、これに似たモデルが何種類かあります。そういうも

のを設定して、ブランディングというからには、言語で説明がつかないといけない

のです。「何となくブランディング」ではなく、言語的説明ができるものを構築し

ていかないと、「いい感じ」みたいなものだけではなかなか徹底できないだろうと

考えています。 

今までのブランドの話というのは、どちらかというと製品とかサービスをうまく

売ろうとするものであったので、ブランドエクイティという言い方をしてきました。

ところが、今求められているブランディングは、製品とかサービスではなくて、エ

リアや組織そのものなのですね。 

ですから、例えば町田なら町田で、佐藤先生がおっしゃるように、市役所単体を

ブランディングするわけではなくて、町田という街そのものを売る。ただ、街とい

っても、もっと具体的なものを掘り下げていかないと言語構造にならない。言語構

造にならないものは、いつまでも何となくぼやけたものになったままになってしま

う。そういうことをぜひ今後検討していただきたいと思います。 
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【 石阪市長 】 

今日は、最後はブランディングの話になりました。市の職員が働いていて誇りに

思える組織であるということが一番の目標だと思います。ブランディングについて

も、市の職員全員が担っていくという意識になってくれなくてはいけないし、ある

いは先ほどの個別最適化の問題でも、市民の皆さんと対話ができる職員でなくては

困ります。みんながそういう力をつけてくれれば、今度は逆に市民のほうから、あ

る意味では共感を持っていただけると思うんですね。 

その共感があれば、我々職員は「ちゃんとした組織だな」という自信につながり

ます。これは、仕事の上で一番大事な部分ですけれど、自信を持って仕事をするこ

とができるのではないかなと思います。 

そういう意味で、こういうデジタル化という問題は、どこに問題があるかという

ことを、見出す１つのチャンスだと思っています。我々自身一人ひとりがデジタル

化ということを考えて、市民に共感を持っていただける部分は何かということを、

このデジタル化という問題を通して確認をするプロセスをしっかりやっていきたい

なというふうに思っています。ありがとうございました。 

 市の職員が働いていて誇りに思える組織であるということが大事である。また、仕事

のうえで一番大事なことは、自信をもって仕事をすることである。 

 市民に共感を持っていただけるように、デジタル化という問題をチャンスと

とらえ、職員一人ひとりが考えて取り組んでいく。 

 


